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用語の定義 

・バリアフリー法： 高齢者，障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平

成 18 年 6 月 21 日法律第 91 号，改正 平成 18 年 6 月 21 日法

律第 92 号）をいう。 

・特定建築物： バリアフリー法第 2 条第 16 号に規定する学校，病院，劇場，

観覧場，集会場，展示場，百貨店，ホテル，事務所，共同住宅，

老人ホームその他の多数の者が利用する建築物等をいう。 

・特別特定建築物： バリアフリー法第 2 条第 17 号に規定する特別支援学校，官公

舎等の不特定かつ多数の者が利用し，又は主として高齢者，

障害者等が利用する特定建築物であって，移動等円滑化が特

に必要なものをいう。 

・建築物移動等円滑化基準： バリアフリー法第 14 条第 1 項に規定する移動等円滑化のた

めに必要な建築物特定施設の構造及び配置に関する基準をい

う。 

・建築物移動等円滑化誘導基準： バリアフリー法第 17 条第 3 項第一号に規定する建築物移動

等円滑化基準を超え，かつ，高齢者，障害者等が円滑に利用

できるようにするために誘導すべき建築物特定施設の構造及

び配置に関する基準をいう。 

・主要な経路： バリアフリー法第 18 条第 1 項に規定する「移動等円滑化経

路」をいう。 

・利用居室： バリアフリー法第 18 条に規定する不特定かつ多数の者が利

用し，又は主として高齢者，障害者等が利用する居室をいう。 

 



1 
 

第１章 建築物におけるバリアフリー法への対応について 
 
１．施設設計標準の目的 

北海道大学では、全ての建築物が障害のある学生、外国人教員、外国人留学生、

一般市民等（以下「障害のある学生等」）多様な施設利用者にとって使いやすいもの

として整備されることを目的に設計者をはじめ、施設管理者、施設利用者等に対し

て、適切な設計情報を提供するバリアフリー設計のガイドラインとして『北海道大

学施設設計標準（バリアフリー編）』を策定した。 
 
 
２．施設設計標準の適用 

    本設計標準は、国土交通省が平成 29 年 3 月に改正した「高齢者、障害者等の円滑

な移動等に配慮した建築設計標準」を参考として、不特定多数の者が利用し、又は主

として高齢者、障害者等がより円滑に建築物を利用できるように、「建築物移動等円

滑化基準」と誘導すべき基準としての「建築物移動等円滑化誘導基準」により構成し

ている。     
北海道大学は、バリアフリー法において多数の者が利用する建築物として特定建

築物である「学校」に区分され、「建築物移動等円滑化基準」への適合が努力義務と

なっているので、「建築物移動等円滑化基準」の適用を標準とする。 
しかし、大学構内には、障害のある学生等多様な人々が利用する公共性の高い施設

があり、「建築物移動等円滑化誘導基準」を必要とする場合は、施設の利用者構成、

利用頻度、重要度等を勘案して適切に適用する。 
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３．建築物整備の考え方 
 
（１）建築計画の手順 
① 整備方針を設定する 
・建築物のバリアフリー化においては、障害のある学生等を含むすべての利用者に公平に

対応することを原則とする。 

・建築物の立地条件、用途・規模、新築・改修によって、バリアフリーに係る整備方針は

異なる。 

・建築部位や単位空間のバリアフリー化のみを目標とし、部分的な整備に目をうばわれる

と、建築物全体の安全かつ円滑な移動、利用のしやすさ等の確保が不十分になる。常に

建築物全体の安全かつ円滑な移動、利用しやすさ等を念頭に置いて、計画・設計を行

う。 

 

② 利用者の特性とニーズを把握する 
・利用者の特性や利用者ニーズを適切に把握し、これらを反映した計画を行うためには、

利用者の意見を聴取し、計画・設計への参画を求めることが必要である。 

・また計画・設計の段階において、障害のある学生等多様な利用者、設計者や施設管理者

等が参加して意見交換を行い、当該施設での対応方針を検討する場を設けることや、モ

ックアップ（実物大の模型・試作）や動作検証を行い、計画・設計に反映することも必

要である。 

・意見聴取は、意見を設計に反映することができるよう早い段階で行い、十分な時間的余

裕を持つことが重要となる。また、意見聴取の際には、障害者の状態に応じて、ゆっく

り話す、手書き文字、筆談を行う、わかりやすい表現に置き換える等、障害特性に合わ

せた方法で行うよう配慮する。 

 

③ 法や条例に基づく基準、施設設計標準で示した整備水準の適用を検討する 
・バリアフリー法に基づく建築物移動等円滑化基準及び地方公共団体が制定しているバリ

アフリー条例や福祉のまちづくり条例の整備基準を遵守し、『施設設計標準』への適

合・整合を検討する。 

・条例やマニュアル等で設定された「望ましい整備」、「努力基準」等の基準に対応した

整備が困難な場合には、その原因・理由を整理し、利用者からの問い合わせに対して、

いつでも説明できるようにしておくことが必要である。 

・バリアフリー法に基づく基準や条例、『施設設計標準』に掲げられている対応がすべて

ではなく、利用者の特性やニーズの変化に対応した配慮も重要であり、立地や施設ごと

に設計者が工夫しなければならないことも多く存在する。 

・新築・改修を問わず、安全かつ円滑な移動、利用しやすさ等を広範かつ容易に確保する
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ために、空間の効果的な活用方法等、経済性・効率性を加味した施設計画を検討するこ

とが重要である。 

 

④ 学内の多様な施設利用者等のバリアフリーに対する理解を促進する 
・整備の方針を固めていく上で重要な点は、障害のある学生等だけでなく施設管理者や一

般教職員・学生等の理解である。物理的な対応と人的な対応の組み合わせ方、バリアフ

リー化に対する理解、ニーズの異なる利用者の理解を得るためには、これら学内の多様

な施設利用者等の理解の促進が不可欠となる。 

・バリアフリーに対する理解促進として、特別修学支援室が発行している『キャンパスラ

イフサポートマップ』の活用や、施設利用者の利用者特性や利用者ニーズを理解する継

続的な取組みとして、施設満足度調査結果の活用も有効である。 

 

⑤ 火災や地震等、非常時の対応を考える 
・火災や地震等の非常事態に対応した情報伝達設備・誘導設備の設置、二方向避難経路の

確保、避難場所の確保について検討する。 

 

⑥ バリアフリー環境に係わる施設運営計画、維持管理計画を検討する 
・施設利用者ニーズの継続的な把握と、それに基づく段階的な改善の必要性についても、

あらかじめ想定した上で施設運営計画を検討することが望ましい。 

・施設使用開始後のバリアフリー環境を適切に保つため、維持管理計画（定期点検や修繕

の計画）を策定する。 

・維持管理においては、特に視覚障害者誘導用ブロックや屋内外の床材・案内板等が経年

劣化したり、車止め等が移動されたりしてしまう場合もある。また、エレベーター等、

法的に保守点検が必要なものにも十分留意する必要がある。 
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（２）整備計画の要点 
① 連続的な移動動線を計画する 
・バリアフリー法の趣旨に則り、敷地出入口・駐車場と目的となる所要諸室（利用居

室）、便所の間を安全かつ円滑に移動できることが基本であり、原則として、障害のあ

る学生等が一般の学生・教職員等と同じ経路や出入口を利用できるように計画する。 

 

② 適切な有効幅員、空間を確保する 
・人体寸法、各種動作寸法、車いす使用者の動作寸法、介助動作寸法及び利用者数の設定

等に基づき、利用状況等を想定し、経路や利用居室内の適切な有効幅員や空間を確保す

る。 

・適切な有効幅員や空間の確保のため、あらかじめ設備機器や什器・家具等の配置を設定

する。 

 

③ 認知性（わかりやすさ）と操作性（使いやすさ）を確保する 
・障害のある学生等を含むすべての利用者にとって、わかりやすい動線計画、建築物の全

体構成とすることが建築物のバリアフリー化の基本である。 

・人体寸法、各種動作寸法、車いす使用者の動作寸法や、障害のある学生等の利用特性を

踏まえ、教育研究設備や什器・家具等の寸法や仕様は、操作性のよいものとする。 

 

④ 情報へのアクセス手段を確保する 

・建築物をわかりやすい動線計画、全体構成とした上で、障害のある学生等多様な施設利

用者が必要な情報を得られるよう、わかりやすさに配慮した案内表示、案内設備を設け

る。 

・案内表示は図記号（ピクトグラム）･多言語表記等により、外国人教員、外国人留学生

等へのわかりやすさにも配慮したものとする。 

 

⑤ 利用者特性に応じた人的配置に配慮する 
・施設管理者等は、敷地内及び建築物内での車いす使用者等の移動支援や、障害のある学

生等多様な利用者の案内・誘導等に必要な人的配置に配慮する。 

 

⑥ 経済性、柔軟性、及び効率性に配慮する 
・障害のある学生等に特別に対応するのではなく、他の利用者が共通に利用できる空間や

設備を計画することは、多数の人の使いやすさや快適性の向上、建設・運営コストの縮

減、空間の効率性にもつながる。 
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（３）共通する計画・設計のポイント 

●人的対応チェックポイント （参考） 
・利用者へのソフト面での対応は考えられているか 

・聴覚障害者のために筆談等の支援に関する表示（耳マ

ーク等）、視覚障害者、聴覚障害者等に対応した情報・

コミュニケーション機器や筆記用具は配備されてい

るか 

・案内や誘導のできる従業員、手話や筆談のできる従業

員の配置は可能か 

・非常時の通報、避難誘導人員の確保は可能か 

駐車場 

居室 

受付 

ホール 

居室 

居室 

居室 

便所 

便所 

●部品・設備的対応チェックポイント 
・誰もが利用しやすい設備が整備されているか 

・カウンター、スイッチ、鏡類は適切に配置され、関連設備等

の操作性は確保されているか 

・非常時の警報・通報、避難設備は設置されているか 

■敷地内通路 
・高齢者、障害者等と

他の利用者が同じ

通路を利用できる

か 

・歩行者と車の動線

は分離されている

か 

・道路等から建築物

の出入口に至る経

路には、視覚障害者

を誘導するための

措置がなされてい

るか 

●全体のチェックポイント 
・利用者の想定はされているか 

・屋内の動線計画は、わかりやすいか 

・道等や駐車場から利用居室、車いす使用者用便房の

間までの主要な経路には、車いす使用者が円滑に利

用できる有効幅員、空間が確保され、段が設けられて

いないか 

・視覚障害者誘導用ブロックの配置は適切か 

・案内表示・情報伝達設備の配置は適切か 

・床の仕上げは、滑りにくいものか 

・案内板や室名札はわかりやすく、見やすいか 

■階段･段､傾斜路 
・階段、段は、事故防

止に配慮した仕上

げ、形状か 

・傾斜路は、車いす使

用者が安全に昇降

できる幅員や形状

か 

・傾斜路は、壁のない

側への落下防止等

に配慮した形状か 

・段や傾斜路の存在を

容易に識別できる

措置が講じられて

いるか 

■建築物の出入口 
・障害のある学生等と他の利用者が同

じ出入口を利用できるようなってい

るか 

・戸の形式は、車いす使用者・上肢障害

者等の開閉しやすさに配慮したもの

となっているか 

・道等から受付、案内設備に至る経路に

は、視覚障害者を誘導するための措置

がなされているか 

・利用者が使いやすい受付、案内設備が

設けられているか 

・案内板等は設けられているか 

・学生受付での対応やソフト対応に応

じた設計となっているか 

■屋内の通路 
・利用者を利用居室

等に誘導するため

の措置が講じられ

ているか 

■利用居室の 

出入口 
・車いす使用者・

上肢障害者等の

開閉しやすさに

配慮した戸の形

式か 

・車いす使用者の

見やすさや、視

覚障害者の利用

にも配慮した室

名表示か 

■エレベーター 
・誰もが利用しやすく、わかりやす

い位置に、必要台数が設置され

ているか 

・操作盤等は、車いす使用者の他、

視覚障害者や上肢障害者の利用

に配慮したものとなっているか 

・かご内には鏡や手すりが適切に

設けられているか 

・表示板（標識）等が設置されてい

るか 

■便所・洗面所 
・用途や規模、利用者想定に応じた機

能分散が図られているか 

・車いす使用者便房、オストメイト対

応設備（必要な施設のみ）を有する便房

は設置されているか 

・各便房の数、広さ、設備は適切か 

・男女の便房数は適切か 

・表示板（標識）等が設置されている

か 

■駐車場 
・建築物の出入口からできるだけ近い位

置に、施設用途や規模に応じた台数の

車いす使用者用駐車施設があるか 

・車いす使用者用駐車施設には、車いす

使用者が乗降するために十分な広さが

確保されているか 

・不正利用を防止する表示板（標識）等

が設置されているか 
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（４）建築物の用途別の計画・設計のポイント 
・不特定かつ多数の利用者が利用する建築物では、様々な要求を一般化して満たすような

配慮を行うことが重要となる。一方、ある程度、利用者が特定される建築物では、利用

者特性に対応した設計上の工夫や配慮が求められる。 

・建築物のうち一部を特定多数の利用者が利用し、別の部分は、不特定多数の利用者が利

用する場合もある。このような場合には、施設の利用実態に応じた設計を行うことが重

要である。 

・利用者を想定しつつ、施設用途ごとに、規模に応じて次の参考文献に留意して、設計を行

う。 

 

 

【参考文献】 

・「学校施設整備指針」（2016（平成 28）年 3 月） 

 http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/seibi/main7_a12.htm 

 

・「学校施設バリアフリー化推進指針」(2004（平成 16）年 3 月) 

 http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shisetu/009/toushin/04031903.htm 

 

・「学校施設のバリアフリー化等に関する事例集」（2005（平成 17）年 3 月） 

 http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/shuppan/05032801.htm 

 

・「学校施設のバリアフリー化整備計画策定に関する実践事例集」(2007（平成 19）年 6 月) 

 http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/shuppan/07072505.htm 
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（５）改善・改修のチェックポイント 

・既存建築物の改善・改修においても、基本的には新築と同様のバリアフリー化が達成さ

れることが望ましい。 

・既存建築物の場合には、新築とは違い、建築物内の管理運営がどのように行われている

か、利用者のニーズや課題がどこにあるか等について事前に把握することができる。現

状及び課題を十分に把握した上で、改善・改修の目標を定めることが重要となる。 

・改善・改修によって必要な有効幅員や空間の確保、便房や浴室等の設備設置を行う場合

には、構造躯体の状況（柱梁・構造壁の配置、床の構造、階高寸法・梁下寸法等）や既

存設備配管の位置・状況等について、十分に調査・検討を行う必要がある。 

・あわせて新しいプランや設備等の建築基準法や関係法令への適合について、十分に検討

する必要がある。 

・施設を運営しながら改善・改修を実施する場合には、利用可能範囲の制限や他室の利用

に影響の少ない位置での実施、仮設施設の設置、工事動線・避難動線の分離、工事音の

低減、工期の短縮に努めること等の工夫が必要となる。 

・面積や構造による制約により、バリアフリー化に多くの困難が生じる場合には、ハード

（建築や設備）で対応する部分と人的に対応する部分とのバランスの調整が必要とな

る。その場合にあっても、基本的なバリアフリー化への配慮にはハードで対応すること

とし、その上で障害のある学生等の利用を支援する運営体制や、利用者への個別サービ

スのあり方を検討する。 

・いずれにしても新築と同様、利用者や建築物を管理運営する担当者の意見を十分にくみ

上げることが必要となる。 
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（６）災害時の避難、誘導について 

① 避難時の認知性（わかりやすさ）と安全性を確保する 
・建築物の計画・設計に際しては、障害のある学生等の避難について、十分に計画に組み

込んでおくことが求められる。 

・障害のある学生等を含めたすべての利用者にとって、わかりやすい動線計画（移動経路

と避難経路の計画）が避難・誘導計画の基本である。 

・施設規模が大きい場合や施設構成が複雑な場合等、避難経路がわかりにくい場合もあ

る。特に車いす使用者や視覚障害のある学生等避難に時間を要し、迅速な避難が困難に

なることをあらかじめ想定して避難経路の計画を行う必要がある。 

・平時における安全かつ円滑な移動経路等の確保は、非常時の敷地内・施設内事故防止に

もつながるものである。また車いす使用者等のための一時待避スペースの設置、障害者

等の特性に対応した避難手法（階段・その他の垂直移動方法）の確保、避難設備の設置

等においても、きめ細かな配慮が必要となる。 

② 情報伝達、避難・誘導のための設備を配置する 
・すべての利用者が安全に速やかに避難するためには、非常事態（火災、地震、津波等）

であることを利用者の混乱防止に配慮した上で速やかに伝達する必要がある。 

・特に、視覚障害や聴覚障害のある学生等に情報提供を行うための配慮が重要となる。 

・施設を利用する障害のある学生等に、情報を伝達

できる支援者がいないこともあることから、非常

事態であることを伝達するための様々な障害に対

応した設備（音声・文字・光等）を必要に応じて

設ける。また利用者を速やかに避難階や屋外に誘

導するための避難経路の表示や設備（音声・文

字・光等）を必要に応じて設ける。 

③ 火災時の避難施設を計画する 
・火災時の避難にあたっては、まず火災元と隔てられたところに移動することが重要であ

る。計画・設計においては、特に車いす使用者等が防火戸等を通過する際に、移動上の

障壁となる段差を設けない。 

・利用者の中には避難に時間を要し、避難介助を必要とする障害のある学生等がいること

が想定される大規模建築物の場合は、防火戸等を通過した先に、一時的な安全を確保す

るための避難区画、一時待避スペース（他の部分と防火区画された非常用エレベーター

ロビー、屋内階段や付室、避難バルコニー等）を設けることを検討する。 

④ 避難・誘導のための人的配置について 
・施設管理者等は、障害のある学生等を含むすべての利用者に対する非常時の情報伝達、

避難誘導、避難支援のための人的配置を検討する。 

留意点：ホームページやパンフレット

による情報周知 

・これらの設備を配置するだけでなく、

避難経路等に関する情報を掲載した

ホームページやパンフレットを準備

して周知することにより、利用者が

施設の利用前や利用中に確認できる

ことにしておくことが望ましい。 

・例：施設部 HP－防災マップ等 
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第２章 単位空間の設計 

本文では、各単位空間の設計について、法令に基づく基準、設計の考え方（社会的ニーズ

を踏まえたバリアフリー設計の基本的な考え方）及び設計のポイント（設計を進める上での

実務上の主要なポイント）を示した上で、設計標準（整備内容及びその具体的な実現方法）、

改善・改修のポイント、標準図、写真等を示している。 

実際の設計においては、建物の用途・規模等を考慮し、さらに建物を利用することが想定

される多様な利用等の意見を把握した上で、本文その他を活用し、ニーズや利用実態に合っ

た設計をする。 

なお、設計標準という性格上、バリアフリー化のための性能としては優れている製品であ

っても、特許が付帯している等の理由により特定の業者のみ販売が認められている製品・材

料の紹介及び記載は省略している。 
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1 構内出入口 
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（１）設置数、配置 
本学の構内出入口はゲートや警備員を配置している場所のほか、歩行者や自転車が通行できる

場所がいくつかある。その中には車いすが通行できないものがあり、バリアとなっている。一方、

車いすが通行できる寸法を確保すると原動機付自転車や小型の自動二輪は通過できる。 

 

それらの出入口には、以下の方法を検討し、バリアフリーに対応する。 

・抜き差しや移動が出来るポールなどを設置する。（写真１） 

・車いすが通行できる柵の設置（写真２） 

 

 

 

 

 

写真１ 写真２ 
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２ 敷地内の通路 
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◆ 設計のポイント◆ 
・障害者等と他の利用者が同じ通路を利用できるように計画する。やむを得ず障害者等用の通路

を別に設ける場合は、他の利用者と著しく異なる経路としない。 

・利用者の安全の確保を図るため、原則として歩行者と車の動線を分離する。 

・主要な経路上の敷地内の通路（道等（地形の特殊性により困難な場合は、車寄せ）及び、車い

す使用者用駐車施設から建築物の出入口までの敷地内の通路）には、車いす使用者が円滑に利

用できる有効幅員を確保する。 

・同一敷地内にある、利用居室を有する建築物の出入口間の敷地内の通路も、利用者が円滑に移

動できるよう計画する。 

・傾斜路を設ける場合は、主要な経路上の通路に併設して設け、最短経路を確保する。 

・傾斜路を設ける場合には、車いす使用者が安全に昇降することができる幅員や形状とする。 

・傾斜路を設ける場合には、車いす使用者や視覚障害者等の落下防止等に配慮した形状とする。 

・利用者が、段や傾斜路の存在を容易に識別できるようにする。 

・通路及び傾斜路の路面の仕上げは、濡れても滑りにくいものとする。 

 

 

（１）通路の有効幅員、空間の確保等 
① 通路 
・主要な経路上の通路には､50m以内ごとに車いすの転回に支障がない場所を設ける。 

・通路の幅は、段がある部分及び傾斜路を除き、180cm以上とすることが望ましい。 

・主要な経路上の通路には、階段又は段を設けない。（傾斜路又はエレベーターその他の昇降機

を併設する場合を除く。） 

・主要な経路以外の通路に段を設ける場合にも、段に代わり又はこれに併設する傾斜路又はエレ

ベーターその他の昇降機を設けることが望ましい。 

・段には、段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設けない。 

・段の幅は､140cm以上とすることが望ましい。（手すりが設けられた場合は、手すりの幅が10cm

を限度として、ないものとみなして算定する。） 

・けあげの寸法は、16cm以下とすることが望ましい。 

・踏面の寸法は、30cm以上とすることが望ましい。 

・水勾配が必要な場合を除き、通路は水平とする。 

・モニュメント、車止め、植樹ます等を設ける場合は、車いす使用者、視覚障害者の通行に支障

がない位置に設ける。 

・視覚障害者が敷地内の車路へ進入してしまうのを防ぐため、歩道と車路の間に、周囲との違い

を認知しやすい色の手すりを設ける等の配慮をする。支柱が飛び出しているものや、白杖で認

知できない形状は用いない。 

・車いす使用者用駐車場から建築物の出入口までの通路はロードヒーティング設置について検討

する。 

 

② 傾斜路 
・主要な経路上の傾斜路の幅は、段に代わるものは120cm以上、段に併設するものは90cm以上とす

る。 

・傾斜路の幅は、段に代わるものは150cm以上、段に併設するものは120cm以上とすることが望ま

しい。 

・主要な経路上の傾斜路の勾配は、1/12を超えないものとし、高さが16cm以下のものでは、1/8

を超えないものとする。 

・傾斜路の勾配は、1/15を超えないものとすることが望ましい。 

・主要な経路上の傾斜路で、高さが75cmを超えるもの（勾配が1/20を超えるもの）では、高さ75cm

以内ごとに踏幅が150cm以上の踊場を設ける。 

・主要な経路以外の傾斜路でも、高さが75cmを超えるもの（勾配が1/20を超えるもの）では、高

さ75cm以内ごとに踏幅が150cm以上の踊場を設けることが望ましい。 



14 

 

・通行の安全確保、休憩、方向転換等のため、傾斜路の上端・下端、曲がりの部分、折り返し部

分、他の通路との交差部分にも、踏幅150㎝以上の水平なスペースを設ける。 

・長くゆるやかに続く傾斜路の場合は、傾斜路の距離、勾配を、傾斜路の上端・下端に表示する

ことが望ましい。 

・義足使用者や片まひ者は階段の方が昇降しやすい場合もあるため、傾斜路と緩勾配の手すり付

の段を併設することが望ましい。 

・傾斜路の状況によってはロードヒーティングを検討する。 

 

 

（２）部品・設備等 
① 手すり 
・段がある部分には手すりを設ける。 

・段がある部分の両側に､手すりを設けることが望ましい。 

・勾配が1/12を超え、又は高さが16cmを超え、かつ、勾配が1/20を超える傾斜がある部分には、

手すりを設ける。 

・高さが16cmを超え、かつ、勾配が1/20を超える傾斜がある部分には、両側に手すりを設けるこ

とが望ましい。 

・手すりは、踊場も含め連続して設けることが望ましい。 

・手すりは、耐久性のある材料とする。 

・傾斜路の上端・下端では、手すりは水平に45㎝以上、延長することが望ましい。 

・手すりについては、手すりの項目を参照。 

 

② 傾斜路の立上り、側壁等 
・杖等による危険の認知、車いすのキャスター等の脱輪防止等のため、側壁がない傾斜路側端に

は、5㎝以上の立ち上がりを設けることが望ましい。 

 

③ 照明 
・夜間等の通行に支障のない明るさを確保できるよう、照明設備を設ける。 

・夜間の弱視者の歩行に配慮し、適切な照明計画とし、わかりやすい動線計画等で敷地内の通路を

整備する。 
・夜間でも建物名称表示等がわかりやすいよう、照明等に配慮する。 
 

④ 屋根、庇 

・通路や傾斜路の凍結や積雪を防止するため、積雪寒冷地では、融雪装置や上屋を設けることが

望ましい。 

 

 

（３）仕上げ等 
① 路面の仕上げ 

・通路の表面は粗面とし､又は滑りにくい材料で仕上げる。 

・通路の表面は、濡れても滑りにくい材料で仕上げる。 

・傾斜路の表面は、ノンスリップ加工を施す等、濡れても滑りにくい材料で仕上げる。 

・車いすでは移動が困難となる砂利敷きや石畳の採用を避ける必要がある。やむを得ずそのよう

な通路を設ける場合は迂回路を設ける。また、レンガあるいはタイル敷き等は路盤の沈下によ

る不陸や目地の凹凸を生じないよう施工や管理を行う。 

・仕上げの材料の目地幅は、できる限り小さくし、車いす使用者や視覚障害者の通行のしやすさ

に配慮する。 

 

② 溝蓋 

・通路や傾斜路と、それらを横断する排水溝等の蓋には、高低差を設けない。 
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・杖先や車いすのキャスター等が落ちないよう、蓋のスリット等の幅は2cm以下とする。 

 

③ 段、傾斜路の識別性 
・段がある部分は、踏面の端部とその周囲の部分との色の明度、色相又は彩度の差が大きいこと

により段を容易に識別できるものとする。 

・段を容易に識別できるものとするため、踏面の端部とその周囲の部分との輝度比を確保するこ

とが望ましい。 

・傾斜路は、その前後の通路との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことによりその存在を容

易に識別できるものとする。 

 

 

（４）案内表示 
① 案内板 
・建築物又はその敷地には、建築物又はその敷地内のエレベーターその他の昇降機、便所又は駐

車施設の配置を表示した案内板その他の設備を設ける。 

 

② 点字・音声等による案内板 

 ・建築物又はその敷地には、建築物又はその敷地内のエレベーターその他の昇降機又は便所の配

置を点字、文字の 浮き彫り、音による案内、その他これらに類する方法により視覚障害者に示

すための設備を設ける。 

 

 

（５）ソフト面の工夫 
・障害者等が建築物をより円滑に利用するためには、建築的対応や設備に留まらず、来校に対応

できる学生、職員、警備員等が配置されていることが望ましい。 
・敷地内の通路上に、不用意な物品や案内板等が置かれていると、設計で配慮した高齢者、障害

者等の利用しやすさが機能しなくなる。設計段階において、施設運用上のあり方を十分検討し、

物品や案内板等による通行の支障がおきないようにすることが望ましい。 
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３ 建築物の出入口 
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◆設計のポイント◆ 
・施設内の室配置等を、利用者にわかりやすく案内し、誘導する配慮をする。 

・建築物の用途や管理の方法、利用状況等を十分に想定する 

・障害者等と他の利用者が同じ出入口を利用できるように計画する。 

・建築物の出入口には、車いす使用者が円滑に利用できる有効幅員、空間を確保し、戸の前後に

は高低差を設けない。 

・傾斜路や昇降機の設置については、他の利用者との公平性等の観点から、計画段階で十分に検

討を行う。 

・戸の形式は、車いす使用者・上肢障害者等の開閉しやすさに配慮したものとする。 

・床の仕上げは、濡れても滑りにくいものとする。 

 

 

（１）出入口の有効幅員、空間の確保等 
・主要な経路上の出入口の有効幅員は、80cm 以上とする。 

・2 以上の出入口を併設する場合には、そのうち 1 以上の出入口の有効幅員は、90cm 以上とする

ことが望ましい。 

・直接地上へ通ずる出入口のうち1以上の有効幅員は、120cm以上とすることが望ましい。 

・出入口前後には、車いす使用者が直進でき、方向転回できるよう、140 ㎝角以上の水平なスペ

ースを設ける。 

・風除室の両開き戸の間隔は、車いす使用者が待機するスペースが十分確保できるものとする。 

・主要な経路上の出入口には、階段又は段を設けない。 

（傾斜路又はエレベーターその他の昇降機を併設する場合を除く。） 

 

 

（２）戸の形式 
・主要な経路上の出入口に戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が

容易に開閉して通過できる構造とし、かつ、その前後に高低差がないものとする。 

・主要な経路以外の出入口に戸を設ける場合にも、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者

が容易に開閉して通過できる構造とし、かつ、その前後に高低差がないものとすることが望ま

しい。 

・直接地上へ通ずる出入口のうち 1 以上に戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造とし、か

つ、その前後に高低差がないものとすることが望ましい。 

・衝突等の危険防止のため、プライバシー上の問題がある場合等を除き、戸には、戸の反対側の

様子がわかる窓を設けることが望ましい。 

・戸に設ける窓は、立位の利用者のほか、車いす使用者や子ども等の存在がわかる高さ・位置と

する。 

 

① 自動式引き戸 
・開閉速度は、開くときは迅速に、閉まるときは遅くすることが望ましい。 

・起動装置は、視覚障害者、車いす使用者等の通行時に支障なく作動するものとする。 

・利用者がドアに挟まれないよう、ドア枠の左右かつ適切な高さに安全装置（安全センサー）を

設置する。 

・非常時の対応のため、手動式の戸を併設することが望ましい。 

・自動式開き戸は、突然開いたドアに衝突する危険があるため使用しない。 
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（３）部品・設備等 
① 玄関マット 
・玄関マットは埋め込み式とするなど、車いすで動きにくいハケ状のものは使用しないことが望

ましい。 

・杖先を引っかけたりしないよう、しっかりと端部を固定する。 

・風除室内で方向転換する設計は､避けることが望ましい。 

 

② 屋根、庇 
・雨天時の利用や出入口付近での自動車の乗降時に困難が生じないよう、建築物の出入口には、

屋根又は庇を設けることが望ましい。 

 

③ 照明 
・夜間等の通行に支障のない明るさを確保できるよう、照明設備を設ける。 

 

 

（４）仕上げ等 
① 床の仕上げ 
・床の表面は、濡れても滑りにくい材料で仕上げる。 

 

② ガラス 
・衝突時や転倒時の事故防止のため、戸のガラス等には安全ガラス（合わせガラス又は強化ガラ

スをいう。以下同じ）を用いる。 

・衝突の危険があるため、視覚障害者がガラス戸、ガラススクリーンを識別できるよう、無色透

明の場合には目の高さの位置に横桟を設置する、ガラスに色をつける（高齢者の黄変化した視

界では見えにくい青色は避ける。）、又は模様を入れる等に配慮する。 

・「ガラスを用いた開口部の安全設計指針（昭和 61 年建設省住指発第 116 号、117 号）」等を参

照し、安全性の高いガラスを選択する。 

 

 

（５）案内表示、情報伝達設備等 
① 案内板 
・建築物又はその敷地には、建築物又はその敷地内のエレベーターその他の昇降機、便所又は駐

車施設の配置を表示した案内板その他の設備を設ける。（当該エレベーターその他の昇降機、

便所又は駐車施設の配置を容易に視認できる場合、案内所を設ける場合を除く。） 

 

② 点字・音声等による案内板 
・建築物又はその敷地には、建築物又はその敷地内のエレベーターその他の昇降機又は便所の配

置を点字、文字等の浮き彫り、音による案内、その他これらに類する方法により視覚障害者に

示すための設備を設ける。（案内所を設ける場合を除く。） 

 

③ 音声による案内・誘導 

・視覚障害者の利用に配慮し、音声案内装置を設ける場合には、戸の直上に設けることが望まし

い。 
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４ 屋内の通路 
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◆ 設計のポイント ◆ 
・屋内の動線計画（利用居室と通路等の配置）は、利用者にとって、わかりやすいものとする。 

・屋内の通路には､車いす使用者が円滑に利用できる有効幅員を確保し、原則として段を設けな 

い。 

・傾斜路を設ける場合には、車いす使用者が安全に昇降できる幅員や形状とする。 

・傾斜路を設ける場合には、車いす使用者や視覚障害者等の壁のない側への落下防止等に配慮し

た形状とする。 

・壁には、視覚障害者が杖で把握できないような突出物を設けない。 

・傾斜路の上端に近接する部分では、視覚障害者に注意を喚起する措置を行う。 

・高齢者、障害者等が、傾斜路の存在を容易に識別できるようにする。 

・施設用途や利用者特性により、手すり等により障害者等を利用室等まで誘導する。 

・床の仕上げは、滑りにくいものとする。 

 
 

 

（１）通路の有効幅員、空間の確保等 
① 廊下 
・廊下の幅は、180cm以上とすることが望ましい。50m以内ごとに車いすのすれ違いに支障がない

場所を設ける場合にあっては、140cm以上とすることが望ましい。 

・主要な経路上に設ける出入口の有効幅員は、80cm以上とする。 

・主要な経路上の廊下には、階段又は段を設けない。（傾斜路又はエレベーターその他の昇降機

を併設する場合を除く。） 

・廊下等には突出物を設けないことが望ましい。ただし、視覚障害者の通行の安全上支障が生じ

ないよう必要な措置を講じた場合は、この限りでない。 

・廊下等には柱型等の突出物をできるだけ設けない。消火器、案内板等を設ける場合は、通行の

妨げにならないように設ける。 

・床から高さ65㎝以上の部分に突出物を設ける場合は、視覚障害者の白杖の位置に配慮し、突き

出し部分を10㎝以下とする。 

 

② 傾斜路 
・主要な経路上の傾斜路の幅は、階段に代わるものにあっては120cm以上、階段に併設するものに

あっては90cm以上とする。 

・傾斜路の幅は､階段に代わるものは150cm以上、階段に併設するものは120cm以上とすることが望

ましい。 

・主要な経路上の傾斜路の勾配は、1/12を超えないものとする。（高さが16cm以下のものにあっ

ては、1/8を超えないものとすることができる。） 

・主要な経路上の傾斜路で､高さが75cmを超えるものでは、高さ75cm以内ごとに踏幅が150cm以上

の踊場を設ける。 

・主要な経路以外でも、傾斜路の勾配は、1/12を超えないことが望ましい。 

・主要な経路以外でも、傾斜路の高さが75cmを超えるものでは、高さ75cm以内ごとに踏幅が150cm

以上の踊場を設けることが望ましい。 
 

 

（２）戸の形式 
・廊下に戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して通

過できる構造とし、かつ、その前後に高低差がないものとする。 

・主要な経路以外の廊下に、戸を設ける場合にも、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者

が容易に開閉して通過できる構造とし、かつ、その前後に高低差がないことが望ましい。 

・側面に廊下等に向かって開く戸を設ける場合には、当該戸の開閉により高齢者、障害者等の通

行の安全上支障がないよう必要な措置（十分なスペース（アルコーブ等）を設ける等）を講ず

ることが望ましい。 
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・防火戸を設ける場合は、戸の前後に高低差がないものとする。 

・シャッター式の防火戸を設ける場合は、車いす使用者等の安全性に十分配慮した製品とする。 

・外部への出入口の戸は、前後に高低差がないものとすることが望ましい。 

・防火戸は車いす使用者が通り抜けできる有効幅員を確保する。 

・防火戸を押し開けながら直角に曲がる必要がある設置方法は、車いす使用者が通行できないの

で避ける。 

・引き戸の防火戸で、下枠の立ち上がりの無いものは、車いすでの通行に支障がなく有効である。 

・防火戸の取っ手は、高齢者、障害者等が容易に操作できる形式のものとする。 

・下枠が床面より立ち上がっているくぐり戸は、車いす使用者が通過できないため、くぐり戸を

用いる場合は下枠の段をなくし、かつ防煙性能を確保する。 

 

 

（３）部品・設備等 
①  手すり 
・傾斜路の勾配が1/12を超え、又は高さが16cmを超える傾斜がある部分には、手すりを設ける。 

・高さが16cmを超える傾斜がある部分には、両側に手すりを設けることが望ましい。 

・手すりは、踊場も含め連続して設けることが望ましい。 

・傾斜路の上端・下端では、手すりは水平に45㎝以上、延長することが望ましい。 

・廊下には、必要に応じて手すりを設ける。 

・廊下に手すりを設ける場合には、連続して設けることが望ましい。柱型の突出部分についても、

手すりを設けることが望ましい。 

・廊下に手すりを設ける場合には、施設用途等を考慮した上で、手すりの端部・曲がり角部分等

への現在位置及び誘導情報等の点字表示、利用居室の出入口付近の手すりへの点字表示をする

ことが望ましい。 

・点字表示は、はがれにくいものとする。 

・手すりについては、手すりの項目を参照。 

 

②  照明 

・通行に支障のない明るさ、むらのない明るさを確保できるよう、照明設備を設ける。 

・必要に応じて、足元灯を設ける。 

 

 

（４）仕上げ等 
① 床の仕上げ 
・床の表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げる。 

・床の表面は、転倒に対して衝撃の少ない材料で仕上げることが望ましい。 

・傾斜路の床の表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げる。 

 

② 壁の仕上げ 
・利用者同士の衝突の危険を防止するため、また車いす使用者の方向転回を容易にするため、廊

下等の屈曲部では、壁の出隅の面取り・隅切り等を行うことが望ましい。 

・車いす使用者の利用が多い用途の建築物の壁には、車いすフットレストあたりを設けることが

望ましい。 

 

③ ガラス 
・衝突時や転倒時の事故防止のため、戸のガラス等には安全ガラス（合わせガラス又は強化ガラ

スをいう。以下同じ）を用いる。 

・衝突の危険があるため、視覚障害者がガラス戸、ガラススクリーンを識別できるよう、無色透

明の場合には目の高さの位置に横桟を設置する、ガラスに色をつける（高齢者の黄変化した視

界では見えにくい青色は避ける。）、又は模様を入れる等に配慮する。 
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・「ガラスを用いた開口部の安全設計指針（昭和61年建設省住指発第116号、117号）」等を参照

し、安全性の高いガラスを選択する。 

 
④ 床や壁の識別性の確保 
・傾斜路は、傾斜路の前後の廊下等との色の明度、色相又は彩度の差が大きいことにより、その

存在を容易に識別できるものとする。 

・床及び壁の仕上げ材料は、床面と壁面の境界部分の色の明度、色相又は彩度の差が大きいこと

により、その境界を容易に識別できるものとすることが望ましい。 
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５ 階段 
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◆ 設計のポイント ◆ 
・障害者等の転落、転倒等を防止するため、主な階段を回り階段としない。 

・階段の形状等は、階段での転倒等の事故防止に配慮したものとする。 

・けあげ・踏面寸法は、障害者等の昇降しやすいものとする。 

・階段の上端に近接する部分では、視覚障害者の注意を喚起する措置を行う。 

・高齢者、障害者等が、階段の存在を容易に識別できるようにする。 

・踏み面の仕上げは、滑りにくいものとする。 
 
 

（１）有効幅員、空間の確保等 
① 階段の形状等 
・主たる階段は、回り階段としない。ただし、回り階段以外の階段を設ける空間を確保すること

が困難であるときは、この限りでない。 

・屋内階段の形状は、直階段又は折り返し階段とし、転倒時の危険防止等を考慮し、踊場を設け

る。 

 

② 有効幅員、空間の確保等 
・段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設けない構造とする。 

・階段の有効幅員は、140cm以上とすることが望ましい。 

（手すりが設けられた場合にあっては、手すりの幅が10cmを限度として、ないものとみなして

算定することができる。） 

・けあげの寸法は、16cm以下とすることが望ましい。 

・踏面の寸法は、30cm以上とすることが望ましい。 

・階段の勾配は、緩勾配とすることが望ましい。 

・原則として、同一の階段は、同一のけあげ・踏面寸法とする。 

・蹴込み寸法は、2cm以下とする。 

・引っかかり防止に配慮し、蹴込み板のない階段形状等は避ける。 

・上記の寸法を満たせない場合は蹴上げ、踏み面は次の計算式を満たす寸法とすることが望まし

い。 

550㎜≦Ｔ＋２Ｒ≦650mm（Ｔ：踏み面、Ｒ：蹴上げ） 

 

 

（２）戸の形式 
・避難経路上の階段の出入口の戸は、開閉しやすいものとし、戸の前後に高低差がないものとす

る。 

 

 

（３）部品・設備等 
① 手すり 

・階段には、踊場を除き、手すりを設ける。 

・階段には、踊場を除き、両側に手すりを設けることが望ましい。 

・階段の手すりは踊場にも連続させ、途中で途切れないようにすることが望ましい。 

・階段の上端では、手すりは水平に45㎝以上、延長し、下端では、斜めの部分を含めて段鼻から

45㎝以上、延長することが望ましい。 

・その他は手すりの項目を参照。 

 

② 立ち上り、側壁等 

・側面を手すり子形式の手すり等とする場合には、杖が落下しないよう、階段の側桁又は地覆を

5cm 以上、立ち上げることが望ましい。 
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③  照明 

・通行に支障のない明るさ、むらのない明るさを確保できるよう、照明設備を設ける。 

・必要に応じて、足元灯を設ける。 

・外部に面する階段においては、自然光が入る窓等を設けることが望ましい。 

 

④ その他 

・聴覚障害者等が安全に通行し、また衝突を回避することができるよう、折り返し階段の屈曲部

には、鏡を設けることが望ましい。 

・歩行者が衝突する可能性があるため､階段下側の天井や、ささら桁が低くなる部分には、安全対

策をすることが望ましい。 

 
 

（４）仕上げ等 
① 床の仕上げ 

・踏面の表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げる。 

・階段の段鼻には、滑り止めを設ける。 

・金属製等の滑り止めは、避ける。 

 

② 階段等の識別性の確保 

・階段は、踏面の端部（段鼻）とその周囲の部分（踏面等）との色の明度、色相又は彩度の差が

大きいことにより、段を容易に識別できるものとする。 

・段を容易に識別できるものとするため、踏面の端部とその周囲の部分との輝度比を確保するこ

とが望ましい。 
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６ エレベーター 
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◆ 設計のポイント ◆ 
・誰もが利用しやすく、わかりやすい位置に施設用途や規模に応じた台数のエレベーターを設け

る。 

・エレベーターの乗降ロビー、出入口には、車いす使用者が円滑に利用できる有効幅員、空間を

確保し、段を設けない。 

・エレベーターのかごには、車いす使用者が円滑に利用できる空間を確保する。 

・エレベーターの乗降ロビーの乗り場ボタンやかご内の操作盤等は、車いす使用者のほか、視覚

障害者や上肢障害者の利用に配慮したものとする。 

・エレベーターの乗り場ボタンの手前では、視覚障害者に注意を喚起する措置を行う。 

・エレベーターのかごの昇降方向を表示・音声案内する装置等、視覚障害者や聴覚障害者等の利

用に配慮した設備を設ける。 

・エレベーターの乗降ロビーの床の仕上げは、滑りにくいものとする。 

・やむを得ず、エレベーターによるバリアフリー化が困難な場合は、段差解消機等を設ける。 

・エレベーターの付近には、エレベーターのあることをわかりやすく示す表示板等を設ける。 

 

 

（１）設置数、配置 

・エレベーターのかご（人を乗せ昇降する部分をいう。）は、利用居室、車いす使用者用便房又

は車いす使用者用駐車施設がある階及び地上階に停止するものとする。 

・多数の利用者が利用する居室、車いす使用者用便房、車いす使用者用駐車施設、車いす使用者

用客室又は車いす使用者用浴室等がある階、及び直接地上へ通ずる出入口のある階に停止する

かごを備えたエレベーターを1以上設けることが望ましい。 

・多数の利用者が利用する階段を設ける場合には、階段に代わり、又はこれに併設する傾斜路又

はエレベーターその他の昇降機（2以上の階にわたるときには、エレベーターに限る。）を設

けることが望ましい。（※１） 
※１ 以下の場合を除く。 

・階段が、車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場等のみに通ずるものである場合 

 

 

（２）出入口の有効幅員、空間の確保等 
① 出入口の有効幅員 

・主要な経路上のエレベーターのかご及び昇降路の出入口の幅は、80cm以上とする。 

・主要な経路上以外のエレベーターでも、かご及び昇降路の出入口の幅は、80cm以上とすること

が望ましい。 

・１以上のエレベーターのかご及び昇降路の出入口の幅は、90cm以上とすることが望ましい。 

 

② 乗降ロビーの広さ 

・主要な経路上のエレベーターの乗降ロビーは、高低差がないものとし、その幅及び奥行きは、

150cm以上とする。 

・主要な経路上以外のエレベーターでも、乗降ロビーは、高低差がないものとし、その幅及び奥

行きは、150cm以上とすることが望ましい。 

・１以上のエレベーターの乗降ロビーは、高低差がないものとし、その幅及び奥行きは、180cm

以上とすることが望ましい。 

 

③ かごの広さ 

・主要な経路上のエレベーターのかごの奥行きは、135cm以上とする。 

・主要な経路上のエレベーターのかごの幅は、140cm以上とする。 

・主要な経路上のエレベーターのかごは、車いすの転回に支障がない構造とする。 

・主要な経路上以外のエレベーターでも、かごの奥行きは、135cm以上とすることが望ましい。 
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④ 段及びすきま 
・かごの床と乗降ロビーの床の段は小さくし、かつ、すきまは、車いすのキャスターが落ちない

よう3cm程度以下とする｡ 

・エレベーター付近に階段又は段を設ける場合には、車いす使用者等の転落防止策を講じる。 

 

 

表 かご・乗降ロビー内法寸法（移動等円滑化誘導基準） 

 

 

（３）戸の形式 
・聴覚障害者等の利用に配慮し、緊急時等において、かご内外の連絡等が可能となるよう、エレ

ベーターの出入口には、下端の高さが床上50㎝程度のガラス窓（防火区画との関係に注意が必

要）を設けることが望ましい。 

 

 

（４）乗降ロビーの部品・設備等 
① 車いす使用者対応の乗り場ボタン 
・主要な経路上のエレベーターの乗降ロビーには、車いす使用者が利用しやすい位置に乗り場ボ

タン（制御装置）を設ける。 

・車いす使用者対応の乗り場ボタンの設置高さは、床から100cm程度とする。 

・車いす使用者対応の乗り場ボタンは、車いす使用者が操作しやすく、当該ボタンを押すことに

より、戸の開放時間が通常より長くなる機能を有するものとする。 

・車いす使用者対応の乗り場ボタンの付近等、車いす使用者等の見やすい位置に、国際シンボル

マークを表示することが望ましい。 

 

② 乗り場ボタンへの点字表示等 
・主要な経路上のエレベーターの乗降ロビーに設ける乗り場ボタン（車いす使用者が利用しやす

い位置とその他の位置に乗り場ボタンを設ける場合にあっては、その他の位置に設けるもの）

は、点字、文字等の浮き彫り、音による案内、その他これらに類するものにより、視覚障害者

が円滑に操作することができる構造とする。 

・乗り場ボタンへの点字表示は、立位で使用する乗り場ボタンに設ける。 

・乗り場ボタン等の操作ボタンへの点字表示は、ボタンの左側に設ける。 

・視覚障害者の利用に配慮し、乗り場ボタンは昇降方向が識別できる形状とする。 

・タッチセンサー式の乗り場ボタンは、視覚障害者には押したか否か認知が難しく、誤って押す

可能性があるため、使用しないことが望ましい。 

・点字表示については、JIS T 0921を参照。 

 

③ かごの昇降方向を伝えるための装置 
・主要な経路上のエレベーターの乗降ロビーには、到着するかごの昇降方向を表示する装置を設

ける。 

・主要な経路上のエレベーターの乗降ロビーには、到着するかごの昇降方向を音声により知らせ

 １以上のエレベーター その他のエレベーター 

 多数の者が 

利用する建築物 

不特定多数の者が

利用する建築物 

多数の者が利用す

る建築物 

不特定多数の者が

利用する建築物 

乗降ロビーの幅・奥行き １５０ｃｍ １８０ｃｍ １５０ｃｍ １５０ｃｍ 

出入口幅 ８０ｃｍ ９０ｃｍ ８０ｃｍ ８０ｃｍ 

かごの幅 １４０ｃｍ 1６０ｃｍ － １４０ｃｍ 

かご奥行き １３５ｃｍ １３５ｃｍ １３５ｃｍ １３５ｃｍ 
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る装置を設ける。 

・主要な経路上以外のエレベーターでも、乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置

を設けることが望ましい。 

 

 

（５）かご内の部品・設備等 
① 手すり 
・両側面の壁及び正面壁に設ける。 

・取り付け高さは、床から75～85cm程度とすることが望ましい。 

・手すりは、握りやすい形状とする。 

・手すりについては、「手すり」の項目を参照。 

 

② 鏡 
・車いす使用者が、かごの中で転回しなくても、戸の開閉状況が確認できるよう、かご入口正面

壁面の床上40㎝から150㎝程度の範囲に出入口状況確認用の鏡（ステンレス製、又は安全ガラ

ス等）を設けることが望ましい。 

・複数の利用者がいる場合には足元を確認できない場合があるので、かごの上部に凸面鏡等を設

けることが望ましい。 

・鏡の形状と設置位置は、車いす使用者がバックで出るとき、出入口まわりの人や床が見やすい

ものとする。 

 

③ 車いす使用者対応の主操作盤、副操作盤 
・主要な経路上のエレベーターのかご内には、車いす使用者が利用しやすい位置に操作盤（制御

装置）を設ける。 

・かご内で転回しにくい車いす使用者の操作を考慮し､車いす使用者対応の主操作盤、副操作盤

は、かご中央の左右の壁に設ける。また、極端にかごの奥や手前に設けない。 

・車いす使用者の手の届く範囲を考慮し､車いす使用者対応の主操作盤、副操作盤の設置高さは

床から100㎝程度とすることが望ましい｡ 

・主操作盤、副操作盤の行き先ボタンは、ボタンを操作することにより､戸の開放時間が通常よ

り長くなる機能を有することが望ましい。 

・主操作盤には、インターホン設備を設けることが望ましい。 

 

④ 操作盤への点字表示等 
・主要な経路上のエレベーターのかご内に設ける操作盤（車いす使用者が利用しやすい位置とそ

の他の位置に制御装置を設ける場合にあっては、その他の位置に設けるもの）は、点字、文字

等の浮き彫り、音による案内、その他これらに類するものにより、視覚障害者が円滑に操作す

ることができる構造とする。 

・点字表示等は、かご内の立位で使用する操作盤の各ボタンに設ける。 

・タッチセンサー式のボタンは、視覚障害者には押したか否か認知が難しく、誤って押す可能性

があるため、使用しないことが望ましい。 

・ボタン部分と周辺部分とのコントラストを十分に確保することが望ましい。 

・同一建築物内においては、操作盤の取付位置､配列、ボタンの形状､使い方等を統一することが

望ましい。 

・点字表示については、JIS T 0921を参照。 

 

⑤ かごの昇降方向を伝えるための装置 
・主要な経路上のエレベーターのかご内に、かごが停止する予定の階及びかごの現在位置を表示

する装置を設ける。 

・主要な経路上のエレベーターのかご内に、かごが到着する階並びにかご及び昇降路の出入口の

戸の閉鎖を音声により知らせる装置を設ける。 
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・主要な経路上のエレベーターのかご内には、到着するかごの昇降方向を音声により知らせる装

置を設ける。 

・主要な経路上以外のエレベーターでも、かご内に、かごが停止する予定の階及びかごの現在位

置を表示する装置を設けることが望ましい。 

・出入口が２方向あるエレベーターのかご内には、扉の開く方向、階数等をわかりやすく案内す

る音声案内装置を設けることが望ましい。 
 

⑥ 乗降者検知装置 
・かごの出入口には光電式、静電式又は超音波式等で乗客を検出し、戸閉を制御する装置を設け

る。 

・光電式の場合は光電ビームを2条以上、床上20cm及び60cm程度の高さに設けることが望まし

い。 

 

⑦ その他の表示装置等 
・聴覚障害者等の利用に配慮し、かご内には緊急時等に情報提供を行う表示装置等を設けること

が望ましい。 

・聴覚障害者等の利用に配慮し、緊急時のかご内の状況を外部に表示することができる、かご内

モニターを設けることが望ましい。 

・過負荷（定員超過）の際の過荷重ブザーによる報知のわかりにくい利用者もいるため、過負荷

の視覚的表示及び自動放送装置による案内をすることが望ましい。 

・聴覚障害者等の利用に配慮し、かご出入口の枠、又はかご正面壁等の見やすい位置に、定員超

過であることを示す過負荷表示灯を設けることが望ましい。 

・かご内のインターホンボタンを押し、管理者又は保守会社が応答したときにインターホンの応

答表示が点灯するもの等を設けることが望ましい。 

・設置が義務付けられている地震時等管制運転装置だけでなく、火災時管制運転装置を設けるこ

とが望ましい。 

・管制運転が作動したときには、かご内の乗客に電光表示等だけでなく、音声でも案内をするこ

とが望ましい。 

・非常呼び出しボタンは、触覚又は点字でわかるようにする。 

 

 

（６）案内表示 
・エレベーターその他の昇降機の付近には、エレベーターその他の昇降機があることを表示する

表示板（標識）を設ける。 

・表示板は、ピクトグラム等の表示すべき内容が容易に識別できるもの（当該内容がJIS A 8210 

案内用図記号に定められているときは、これに適合するもの）とする。 

 

 

（７）その他のエレベーターに関する標準 
・車いす兼用エレベーターに関する標準（JEAS-C506A）、 視覚障害者兼用エレベーターに関す

る標準（JEAS-515D）（ともに、（社）日本エレベータ協会制定）によることが望ましい。 
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◆ 設計のポイント ◆ 
・歩行距離が概ね50ｍ以内となるように設置する。 

・「車いす使用者用便房」は、男女が共用できる位置に設ける。 

・集会場など不特定多数が出入する建物については車いす使用者用便房の内部にオストメイト用

設備の設置を検討する。 

・乳幼児連れ利用者に配慮した設備等は必要に応じて計画する。 

・小規模建物や面積に制約がある場合には簡易型便房としてもよいので車いす使用者に配慮する。 

・本ガイドラインは「車いす使用者用便房」の設計についてのみ記載する。 

 
 

① 設置数、配置 
・他の便所と一体的若しくはその出入口の近くに設ける等、利用者が位置を把握しやすく利用し

やすいものとする。 

 

② 出入口の有効幅員、空間の確保等 
・床には段を設けない。 

・床面は滑りにくい材料・仕上げとする。また転倒したときの危険防止のため適度に弾性のある

ものとする。 

・車いす使用者用便房及び当該便房が設けられている便所の出入口の有効幅員は、80cm以上とす

る。 

・車いす使用者用便房の出入口の有効幅員は、90㎝以上とすることが望ましい。 

・車いす使用者用便房及び当該便房が設けられている便所の出入口前には、車いす使用者が直進

でき、方向転回できるよう、140㎝角以上の水平なスペースを設ける。 

・車いす使用者用便房には、車いす使用者が円滑に利用することができるよう十分な空間を確保

する。 

・各設備を使用でき、車いす利用者が360°回転できるよう、直径150㎝以上の円が内接できるス

ペースを、1以上設ける。（設備等下部に車いすのフットレストが通過できるスペースが確保さ

れていれば、その部分も有効スペースとする。） 

・便器の正面及び側面に、移乗のためのスペースを設ける。 

・便房の標準内法寸法は200㎝×200㎝程度とする。設備等の形状、配置によって、必要な広さは

変わることに留意する。 

・介助者の同伴等、多様な動作が可能なスペースを確保する。 

・複数の車いす使用者用便房を設ける場合、車いす使用者が選択ができるよう、便器への移乗の

ための側面のスペースを右側面に設けた便房と左側面に設けた便房をそれぞれ設けることが望

ましい。 

 

③ 戸の形式 
・出入口に戸を設ける場合には、自動的に開閉する構造その他の車いす使用者が容易に開閉して

通過できる構造とし、かつ、その前後に高低差がないものとする。 

・車いす使用者の利用に配慮し、円滑に開閉して通過できるよう、戸は軽い力で操作できる引き

戸または自動式引き戸とする。 

・手動式引き戸の場合、取っ手は棒状ハンドル式等の握りやすさに配慮したものとする。 

・手動式引き戸の場合は、自閉式上吊り引き戸（ストッパー若しくは一時停止装置又は自動閉鎖

時間の調整機能を持ち、閉まり際で減速するもの）とすることが望ましい。 

・戸の開閉や施錠の操作が円滑に行えるよう、戸の付近には大型ベッドやゴミ箱等を設けない。 

・車いす使用者が施錠及び解錠しやすいような錠の位置に配慮する。 

・操作性を確保するため、取っ手等の位置や形状に十分配慮する。 

・自動式引き戸については、「多機能トイレ用自動ドア安全ガイドライン」（JADA-0006）（全国

自動ドア協会）による。 
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④ 部品・設備等 
・設備は操作しやすいものとするとともに、わかりやすさにも配慮したものとする。 

・車いす使用者用便房には、腰掛便座、手すり等を適切に配置する。 

 

ア．便器 
・腰掛便座は、温水洗浄便座（温水でおしり等を洗浄する機能を持つ腰掛便座）とすることが望

ましい。 

・車いすでできるだけ接近できるよう、床置式便器の前面は、フットレストが当たりにくく、ト

ラップ突き出しの少ない形式等とする。 

・座面高さは、蓋のない状態で、40～45㎝程度とする。 

 

イ．手すり 
・車いすから腰掛便座への移乗を容易にするために手すりを設ける。 

・腰掛便座の両側に水平、垂直に取り付ける。その場合、介助等を考慮し、片側の手すりは跳ね

上げ手すりとする。 

・水平手すりは、腰掛便座の座面から20～25cm程度の高さに取り付ける等の配慮をする。 

・手すりの設置により便器洗浄ボタンや緊急通報ボタン、ペーパーホルダー等が利用しにくくな

らないよう注意する。 

 

ウ．ペーパーホルダー、ボタン等 
・腰掛便座の横壁面にペーパーホルダー、便器洗浄ボタン、呼び出しボタンを設ける場合は、JIS 

S 0026に基づく配置とする。 

・呼び出しボタンは、腰掛便座に座った状態で手が届く位置に設ける。また、床に転倒したとき

にも届くよう、側壁面の低い位置にも設ける。 

・ペーパーホルダーは、腰掛便座及び車いすに座った状態で手が届く範囲位置に設ける。 

・便器洗浄ボタンは、腰掛便座に座った状態で操作しやすいものとする。また、車いすに座った

ままの状態でも、操作できるように設置することが望ましい。 

・便房内に確認ランプ付呼び出し装置、出入口の廊下等に非常呼び出し表示ランプ、警備員室等

に警報盤を設ける。 

 

エ．洗面器、鏡 
・手すりを設ける場合は、車いす使用者の利用に配慮した位置に設ける。 

・水栓金具は、レバー式、光感知式等、操作の容易なものとする。 

・洗面器下部に車いす使用者の膝が入るスペースを確保する。 

・吐水口の位置は、車いす使用者の利用に配慮した位置（洗面器の手前縁から30～35㎝程度）と

する。 

・鏡は、洗面器上端部にできる限り近い位置を下端とし、上端は洗面器から100cm以上の高さとす

ることが望ましい。傾斜式鏡は使用しない。 

 

オ．手荷物置き台、フック、ごみ箱 
・手荷物置き台を車いすに座った状態で手が届く高さに設ける。 

・フックを車いすに座った状態で手が届く高さに設ける。 

・ごみ箱を設ける場合は、腰掛便座又は車いすに座った状態で手が届く範囲に設ける。 

 

カ．照明 
・便房の利用に支障のない明るさを確保できるよう、照明設備を設ける。 

 

キ．警報設備 
・呼び出しボタンの警報は事務所や警備員室など常時人がいる場所に設置するのが望ましい。 
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⑤ 案内表示 
・便所の付近には、便所があることを表示する表示板（標識）を設ける。 

・表示板は、ピクトグラム等の表示すべき内容が容易に識別できるもの（当該内容がJIS Z8210

案内用図記号に定められているときは、これに適合するもの）とする。 

・男女が共用できる位置に設けた便房の表示板等には、男女共用であることを文字や図記号等に

より、わかりやすく示すことが望ましい。 

・便房の戸には、便房の設備内容を文字や図記号等により、わかりやすく表示することが望まし

い。 
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８ 手すりなど 
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８．１ 手すり 
（１）設置位置 
・手すりは、障害者等にとって、安全確保(転倒防止)、立ち上がり補助(身体支持)移動補助、視

覚障害者等の誘導のために必要な設備であり、他の設備との組み合わせ内容に応じて適切な場

所に設ける。 

・また、施設用途、設置場所、必要性等に応じ、適切な配置、形状及び寸法とする。 

・医療施設においては、利用状況を勘案し、屋内の通路にも手すりを設けることが望ましい。 

 

 

（２）設置方法 
① 連続性等 
・手すりは、起点から終点まで連続して設けることが望ましい。 

 

② 高さ 
・手すりの上端の高さ（通路、階段）は、以下のとおりとする。 

・1本の場合   Ｈ＝75～85㎝程度 

・2本の場合   Ｈ＝75～85㎝程度 

              Ｈ＝60～65㎝程度 

 

③ 壁との関係 
・壁との間隔は、4～5㎝程度とし、手すりの支持は、下側で行うことが望ましい。 

・手すりが取り付く部分の壁の仕上げは、なめらかなものとすることが望ましい。 

・弱視者や色弱者の視認性や高齢者のわかりやすさを確保するため、手すりや壁の仕上げ材料

は、手すりと壁の色の明度、色相又は彩度の差の確保に配慮して選定することが望ましい。 

 

 

（３）形状と材質 
① 形状 
・断面の形状は、円形等握りやすいことを第1の条件とし、外径3～4㎝（小児用の場合3㎝）程度

とする。 

・衝突時の危険性を少なくし、服の袖の引掛りを避けるのため、手すりの端部は、壁側に曲げる

ことが望ましい。 

 

② 材質 
・肌触りがよく、耐食性、耐久性があり、維持管理の容易なものとする。 

・階段、傾斜路等の手すりは、体重をかけた時に滑りにくいものとする。 

・金属製の手すりは、冬期には冷たくなるため、高齢者や視覚障害者、肢体不自由者等、手すり

を頼りに移動する者にとって支障となる。気温が低い場合でも冷たさを感じにくい材質とする

等に配慮する。 

 

 

（４）点字表示 
・階段の手すりの水平部分には、現在位置及び上下階の情報等を点字で表示することが望まし

い。 

・廊下等の手すりの端部・曲がり角部分等には、現在位置と誘導内容等を点字で表示することが

望ましい。 

・点字表示については、JIS T 0921を参照。 
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８．２ 案内板、表示板等 
（１）案内板、表示板等 
① 設置位置等 
・エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の付近には、それぞれ、当該エレベーターそ

の他の昇降機、便所又は駐車施設があることを表示する表示板（標識）を設ける。 

・表示板は、見やすい位置に設ける。 

・建築物又はその敷地には、建築物又はその敷地内のエレベーターその他の昇降機、便所又は駐

車施設の配置を表示した案内板その他の設備を設ける。（当該エレベーターその他の昇降機、

便所又は駐車施設の配置を容易に視認できる場合、案内所を設ける場合を除く。） 

・廊下等の曲がり角ごとの、わかりやすい位置に誘導用の表示板を設けることが望ましい。 

・案内板、表示板等の配置と視覚障害者誘導用ブロック、音・音声や光による誘導が効果的に機

能するよう配慮する。 

 

② 設置方法等 

・逆光や反射グレアが生じないよう案内板、表示板等の仕上げや設置位置、照明に配慮する。 

・掲出高さは、視点からの見上げ角度が小さく、かつ目線の低い車いす使用者にも見やすい高

さ、弱視者が接近して読むことができる位置・見やすい高さとすることが望ましい。 

・案内板、表示板等にケースがある場合、光の反射により見にくくならないよう設置位置、照明

に配慮する。 

・案内板、表示板等は、車いす使用者や視覚障害者の通行の妨げとならない形状、設置位置とす

る。 

 

③ 案内表示の内容 

・案内板には、エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を表示する。 

・案内板には、上記のほか、空間全体や各空間の用途、建築物や施設の利用案内、車いす使用者

用客席、乳幼児等用設備等の位置を表示する。 

・表示板には、エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設等の各空間の用途、順路等を表

示する。 

 

④ 文字、図 
・案内板、表示板等には、大きめの文字を用いる、漢字以外に英語を併記する、図記号等を併記

する、図を用いる等、多様な利用者にわかりやすいデザインとする。 

・案内板、表示板等に図記号・図を用いる場合には、文字表記を併記する。 

・案内板、表示板等は、点字を併記する等、視覚障害者の利用に配慮したものとすることが望ま

しい。 

・点字表示については、JIS T 0921を参照。 

・同一建築物内においては、案内板、表示板等のデザインは、統一することが望ましい。 

 

⑤ 図記号（サイン） 

・表示板は、表示すべき内容が容易に識別できるもの（当該内容がJIS Z 8210に定められている

ときは、これに適合するもの）とする。 

・案内板、表示板に用いる図記号は、原則として日本工業規格「案内用図記号」（JIS Z 8210）

を使用する。 

 
⑥ 色使い 
・案内表示は、文字・図記号、図、背景の色の明度、色相又は彩度の差を確保したものとするこ

とが望ましい。 

・弱視者、色弱者の視覚特性に配慮したものとすることが望ましい。 
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ア．弱視者の特性と案内表示等 
・弱視は、視野の欠損、視野の低下等、さまざまな障害や程度があり、個人差が大きい。また弱

視者は、点字を読めない場合もあるため、視覚障害者対応として、点字を設置すればよいとい

うわけではない。 

・弱視者の誘導に配慮し、わかりやすい案内表示、音声案、人的な誘導等を組み合わせることが

望ましい。 

・案内表示は、弱視者のほか、白内障の高齢者の黄変化視界でもわかりやすいものとすることが

望ましい。 

 

イ．色弱者の特性と案内表示等 
・色弱者は、色と色の違いを見分けにくいという特性を持っているため、案内表示の色づかい

は、一般的には見わけにくい色の組み合わせを避けることが推奨されている。 

・色弱者の見え方は、次頁の「図 色弱者の色の見え方」の「P型(１型)」、「D型(２型)」の例

に示されるように、一般色覚者の見え方とは異なる。例えば、彩度の低い水色とピンクは区別

がつきにくい緑系と赤系の区別がつきにくい等の特徴がある。 

・案内表示の色づかいについては、「図 色弱者の色の見え方」の例を参考に背景色、対比させ

る場合の色の選択することが望ましい。 

（色の選び方については、｢カラーユニバーサルデザイン推奨配色セット｣（出典：社団法人日本

塗料工業会・特定非営利活動法人カラーユニバーサルデザイン機構）等も参考となる。） 

・色で識別する案内表示では、凡例との色対応による識別が困難で表示内容が理解できない場合

等があるため、凡例に色名を文字表記したり、模様や線種の違いを併用したりすることが望ま

しい。 
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図 色弱者の色の見え方1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1出典：「カラーバリアフリー サインマニュアル」神奈川県（平成21年3月） 

色弱者の見え方は例示であって、実際にどのように見えるかは、個人差や照明の環境により異なる。 色弱者の見え方は例示であって、実際にどのように見えるかは、個人差や照明の環境により異なる。 

留意点：色の選び方と施設設備等で配慮すべきこと 
＜色の選び方＞ 

【赤】 

・赤は濃い赤を使わず、朱色やオレンジに近

い赤を使う 

【黄緑、緑】 

・黄色と黄緑は赤緑色弱者にとっては同じ色

に見えるので､なるべく黄色を使い、黄緑

色は使用しない 

・濃い緑は赤や茶色と間違えるので､青みの

強い緑を使う 

【青】 

・青に近い紫は青と区別できないので赤紫を

使う 

【黄色と白】 

・細い線や小さい字には、黄色や水色を使わ

ない 

・明るい黄色は白内障では白と混同するので

使わない 

＜確認方法＞ 

・白黒でコピーしても内容を識別できるか、確認する 

・色弱者の見え方のチェックツール（シミュレーションソフト）

もある。 

 ただし、チェックツールは、色弱者にとっての色の見え方をチ

ェックするのではなく、見分けにくい配色があるかを確認する

ものである。実際の見え方には多様性があることを留意した上

で、チェックした結果を活用することが望ましい。 

＜施設整備で配慮すべきこと＞ 

・色弱者は、色は見分けられても色の名前がわからないことがあ

る 

・受付等を用件にあわせて色分けする場合は、番号も併記する 

・色分けしたパネルには色名を併記する 

・案内表示は、大きくわかりやすい平易な文字、図等を使い、こ

れらの色には地色と対比効果があり明暗のコントラストのはっ

きりした色を使用する 
参考資料：「カラーバリアフリー 色使いのガイドライン」神奈川県（平

成20年10月）より抜粋し一部加筆 

一般色覚者の見え方    色弱者の見え方の例 

         P型(１型)          D型(２型) 
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９ 駐車場 
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◆ 設計のポイント ◆ 
 ・建築物の出入口からできるだけ近い位置に施設用途や規模等に応じた台数の車いす使用者用

駐車施設を設ける。 

 ・車いす使用者用駐車施設には、車いす使用者が安全に車から乗降するために十分な広さを確保  

する。 

 ・建築物の出入口に近い位置に駐車場を確保する必要がある障害者等は、車いす使用者のみでは  

ないことに配慮し、上・下肢障害者や妊婦、けが人、乳幼児連れ利用者等のための駐車施設を 

別途、設ける。 

 ・駐車場には、車いす使用者用駐車施設等の位置をわかりやすく示し、また不正利用を防止する  

ための表示板等を設ける。 

 

 

（１）設置数、配置 
・駐車場には、車いす使用者が円滑に利用することができる駐車施設以下「車いす使用者用駐車

施設」という。）を 1以上設ける。 

・駐車場には、当該駐車場の全駐車台数が 200 以下の場合は当該駐車台数に 1/50 を乗じて得た数

以上、全駐車台数が 200 を超える場合は当該駐車台数に 1/100 を乗じて得た数に 2 を加えた数

以上の車いす使用者用駐車施設を設けることが望ましい。 

・車いす使用者用駐車施設は、当該車いす使用者用駐車施設から利用居室までの経路の長さがで

きるだけ短くなる位置に設ける。 

・車いす使用者用駐車施設から建築物の出入口までの敷地内の通路は、利用者が円滑に利用でき

る経路とする。 

 

 

（２）車いす使用者用駐車施設の幅、空間の確保等 
・幅は、350cm 以上とする。 

・奥行きについては普通自動車の場合、5ｍ程度とする。 

・水勾配が必要な場合を除き、舗装は水平とする。 

・乗降用スペースの表面は、斜線で塗装する。 

 

 

（３）案内表示 
・駐車場の付近には、駐車場があることを表示する表示板（標識）を設ける。 

・表示板は、ピクトグラム等の表示すべき内容が容易に識別できるもの（当該内容が JIS Z 8210 

案内用図記号に定められているときは、これに適合するもの）とする。 

・車いす使用者用駐車施設には、表示板や表面への国際シンボルマークの塗装等の見やすい方法

で車いす使用者用駐車施設である旨を表示する。 

・冬期でも駐車場の位置がわかるような表示とする。 
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１ 建築物に関するバリアフリー法の仕組み （参考） 
バリアフリー法においては、不特定多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用

する建築物（特別特定建築物）で一定の規模以上のものに対して建築物移動等円滑化基準への適

合を義務付けるとともに、多数の者が利用する建築物（特定建築物）に対しては同基準への適合

に努めなければならないこととしている。また、高齢者、障害者等がより円滑に建築物を利用で

きるようにするため、誘導すべき基準として、建築物移動等円滑化誘導基準を定めている。 

○バリアフリー法（建築物分野に限る）の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

多数の者が利用する建築物 
（例）「学校」、「事務所」、「共同住宅」、「工

場」、「老人ホーム、保育所、身体
障害者福祉ホームその他これらに
類するもの」など 

不特定多数の者が利用し、又は主とし

て高齢者、障害者等が利用する建築物 
（例）「特別支援学校」、「保健所、税務署そ

の他不特定かつ多数の者が利用する
官公署」、「老人ホーム、福祉ホームそ
の他これらに類するもの（主として高
齢者、障害者等が利用するものに限
る。）」など 

注：条例により、特別特定建築物に、特定建

築物を追加可 

建築物移動等円滑化基準【令第 10条～第 23条】 【最低限のレベル】 
高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために必要な 

建築物特定施設
※
の構造及び配置に関する基準。 

（例） ・車いす使用者と人がすれ違える廊下幅を 1以上確保 
 ・車いす使用者用のトイレがひとつはある など 
※出入口、廊下、階段、エレベーター、トイレ、ホテルの客室、 
敷地内通路、駐車場等を指す。 

建築物移動等円滑化誘導基準【省令】【望ましいレベル】 
高齢者、障害者等が円滑に利用できるようにするために誘導すべき建築物特定施設

※
の構造及

び配置に関する基準。（※義務づけの対象ではない） 
（例） ・車いす使用者同士がすれ違える廊下幅の確保 
 ・車いす使用者用のトイレが必要な階にある  など 

注：条例によ

り、必要な事

項の付加可 

特定建築物【令第 4条】 特別特定建築物【令第 5条】 

①2,000㎡以上（公衆便所については 50㎡以上）
の新築、増築、改築又は用途変更について、
建築物移動等円滑化基準への適合義務 

②2,000 ㎡未満、及び既存建築物に対して建築
物移動等円滑化基準への適合努力義務 

注：条例により、面積要件の引下げ可 

新築、増築、改築、用途変更、
修繕又は模様替えについて、建
築物移動等円滑化基準への適
合努力義務 

計画の認定【法第 17条】（建築物移動等円滑化誘導基準を満たし、所管行政庁の認定を受け
ると、「シンボルマークの表示制度」、「容積率の特例」などの支援措置を受けることができる。） 
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○バリアフリー法に基づく建築物移動等円滑化基準（義務基準）、建築物移動等円滑化誘導基準 

（誘導基準）の例 

 

※1 高齢者、障害者等が利用する居室等

に至る 1以上の経路に係る基準(適

用除外あり) 

※2 2000㎡以上の建築物における不特

定多数の者が利用するものに限る 

 

 
 義務基準 誘導基準 

車いす使用者用

便房の数 

建物に 

1以上 

各階に原則 

2%以上 

ｵｽﾄﾒｲﾄ対応水洗器具

を設けた便房の数 

建物に 

1以上 
各階に 1以上 

 

エレベーター及びその乗降ロビー 

○主な基準 

※3 不特定多数の

者が利用する

もので必要階

に停止する 1
以上のものに

限る 

 
 義務基準 誘導基準 

出入口の幅 80cm以上※1 90cm以上※3 

かごの幅 140cm以上※1・2 160cm以上※3 

乗降ﾛﾋﾞｰの広さ 150cm角以上※1・2 180cm角以上※3 

 

便所 

○主な基準 

 
 義務基準 誘導基準 

手すり 片側設置※1 両側設置※2 

傾斜路の幅 120cm以上※1 150cm以上※2 

 

傾斜路 

○主な基準 

※1 低位部分は適

用除外 
※2 傾斜路の状況

により緩和・

適用除外あり 

※その他以下の施設に係る基準がある。 

 ・階段 

 ・ホテル又は旅館の客室 

 ・敷地内の通路 

 ・駐車場 

 ・標識 

 ・案内設備 等 

 
 義務基準 誘導基準 

出入口の幅 80cm以上※1 90cm以上※2 

 

出入口 

※1 高齢者、障害者

等が利用する居

室等に至る 1以

上の経路に係る

基準 
※2 直接地上に通じ

る出入口は

120cm以上 

○主な基準  
 義務基準 誘導基準 

廊下の幅 120cm以上※1 180cm以上※2 

 

○主な基準 

廊下等 

※1 高齢者、障害者

等が利用する

居室等に至る 1

以上の経路に

係る基準 
※2 廊下の状況に

より緩和・適用

除外あり 
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２ チェックリスト 
① 建築物移動等円滑化基準チェックリスト 

※施設等の欄の「第○条」はバリアフリー法施行令の該当条文 
○一般基準 

施設等 チェック項目  

廊下等 

（第 11 条） 

①表面は滑りにくい仕上げであるか  

②点状ブロック等の敷設 （階段又は傾斜路の上端に近接する部分） ※１  

階段 

（第 12 条） 

①手すりを設けているか（踊場を除く）  

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③段は識別しやすいものか  

④段はつまずきにくいものか  

⑤点状ブロック等の敷設 （段部分の上端に近接する踊場の部分） ※２  

⑥原則として主な階段を回り階段としていないか  

傾斜路 

（第 13 条） 

①手すりを設けているか （勾配１／１２以下で高さ１６ｃｍ以下の傾斜部分は除く）  

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③前後の廊下等と識別しやすいものか  

④点状ブロック等の敷設 （傾斜部分の上端に近接する踊場の部分） ※３  

便所 

（第 14 条） 

①車いす使用者用便房を設けているか （１以上）  

(1)腰掛便座、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

②水洗器具（オストメイト対応）を設けた便房を設けているか （1 以上）  

③床置式の小便器、壁掛式小便器（受け口の高さが３５cm 以下のものに限る）その他これらに類する

小便器を設けているか （１以上） 

 

ホテル又は 

旅館の客室 

（第 15 条） 

①客室の総数が５０以上で、車いす使用者用客室を１以上設けているか  

②便所（同じ階に共用の車いす使用者用便房があれば代替可能） － 

(1)便所内に車いす使用者用便房を設けているか  

(2)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか （当該便房を設ける便所も同様）  

(3)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか （当該

便房を設ける便所も同様） 
 

③浴室等（共用の車いす使用者用浴室等があれば代替可能） － 

(1)浴槽、シャワー、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

(3)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(4)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

※１ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1497 号） 

・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・自動車車庫に設ける場合 

※２ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1497 号） 

・自動車車庫に設ける場合 

・段部分と連続して手すりを設ける場合 

※３ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1497 号） 

・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・自動車車庫に設ける場合 

・傾斜部分と連続して手すりを設ける場合 
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○一般基準 
施設等 チェック項目  

敷地内の 

通路 

（第 16 条） 

①表面は滑りにくい仕上げであるか  

②段がある部分 － 

(1)手すりを設けているか  

(2)識別しやすいものか  

(3)つまずきにくいものか  

③傾斜路 － 

(1)手すりを設けているか （勾配１／１２以下で高さ１６ｃｍ以下又は１／２０以下の傾斜部分は除く）  

(2)前後の通路と識別しやすいものか  

駐車場 

（第 17 条） 

①車いす使用者用駐車施設を設けているか （１以上）  

(1)幅は３５０ｃｍ以上であるか  

(2)利用居室までの経路が短い位置に設けられているか  

標識 

（第 19 条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設があることの表示が見やすい位置に設

けているか 

 

②標識は、内容が容易に識別できるものか（日本工業規格Ｚ８２１０に適合しているか）  

案内設備 

（第 20 条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を表示した案内板等があるか（配

置を容易に視認できる場合は除く） 
 

②エレベーターその他の昇降機、便所の配置を点字その他の方法（文字等の浮き彫り又は音による

案内）により視覚障害者に示す設備を設けているか 

 

③案内所を設けているか（①、②の代替措置）  

 

○視覚障害者移動等円滑化経路 （道等から案内設備までの１以上の経路に係る基準） 
施設等 チェック項目  

案内設備 

までの経路 

（第 21 条） 

①線状ブロック等・点状ブロック等の敷設又は音声誘導装置の設置 （風除室で直進する場合は除く） 

※１ 

 

②車路に接する部分に点状ブロック等を敷設しているか  

③段・傾斜がある部分の上端に近接する部分に点状ブロック等を敷設しているか ※２  

※１ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1497 号） 

・自動車車庫に設ける場合 

・受付等から建物出入口を容易に視認でき、道等から当該出入口まで線状ブロック等・点状ブロック等や音声誘導装

置で誘導する場合 

※２ 告示で定める以下の部分を除く（告示第 1497 号）  

・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・段部分又は傾斜部分と連続して手すりを設ける踊場等 
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○移動等円滑化経路 （利用居室、車いす使用者用便房・駐車施設に至る１以上の経路に係る基準） 
施設等 チェック項目  

（第18条第2

項第一号） 
①階段・段が設けられていないか （傾斜路又はエレベーターその他の昇降機を併設する場合は除く） 

 

出入口 

（第二号） 

①幅は８０ｃｍ以上であるか  

②戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

廊下等 

（第三号） 

①幅は１２０ｃｍ以上であるか  

②区間５０ｍ以内ごとに車いすが転回可能な場所があるか  

③戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

傾斜路 

（第四号） 

①幅は１２０ｃｍ以上（階段に併設する場合は９０ｃｍ以上）であるか  

②勾配は１／１２以下（高さ１６ｃｍ以下の場合は１／８以下）であるか   

③高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか  

エレベー 

ター及び 

その 

乗降ロビー 

（第五号） 

①かごは必要階（利用居室又は車いす使用者用便房・駐車施設のある階、地上階）に停止するか  

②かご及び昇降路の出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

③かごの奥行きは１３５ｃｍ以上であるか  

④乗降ロビーは水平で、１５０ｃｍ角以上であるか  

⑤かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置を設けているか  

⑥かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置を設けているか  

⑦乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか  

⑧不特定多数の者が利用する 2,000 ㎡以上の建築物に設けるものの場合 － 

(1)上記①から⑦を満たしているか  

(2)かごの幅は、１４０cm 以上であるか  

(3)かごは車いすが転回できる形状か  

⑨不特定多数の者又は主に視覚障害者が利用するものの場合 ※１ － 

(1)上記①から⑧を満たしているか  

(2)かご内に到着階・戸の閉鎖を知らせる音声装置を設けているか  

(3)かご内及び乗降ロビーに点字その他の方法（文字等の浮き彫り又は音による案内）により視覚

障害者が利用しやすい制御装置を設けているか 

 

(4)かご内又は乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を知らせる音声装置を設けている

か 

 

特殊な構造

又は使用形

態のエレベ

ーターその

他の昇降機 

（第六号） 

①エレベーターの場合 － 

(1)段差解消機（平成 12 年建設省告示第 1413 号第 1 第九号のもの）であるか  

(2)かごの幅は７０ｃｍ以上であるか  

(3)かごの奥行きは１２０ｃｍ以上であるか  

(4)かごの床面積は十分であるか （車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合）  

②エスカレーターの場合 － 

(1)車いす使用者用エスカレーター（平成 12 年建設省告示第 1417 号第 1 ただし書のもの）である

か 

 

敷地内の 

通路 

（第七号） 

①幅は１２０ｃｍ以上であるか  

②区間５０ｍ以内ごとに車いすが転回可能な場所があるか  

③戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

④傾斜路 － 

(1)幅は１２０ｃｍ以上（段に併設する場合は９０ｃｍ以上）であるか  

(2)勾配は１／１２以下（高さ１６ｃｍ以下の場合は１／８以下）であるか   

(3)高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか （勾配１／２０以下の場合は

除く） 
 

（第３項） ⑤上記①から④は地形の特殊性がある場合は車寄せから建物出入口までに限る  

※１ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1494 号） 

・自動車車庫に設ける場合 
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② 建築物移動等円滑化誘導基準チェックリスト 
※施設等の欄の「第○条」はバリアフリー法誘導基準省令の該当条文 
○一般基準 

施設等 チェック項目  

出入口 

（第２条） 

①出入口 （便所・浴室等の出入口、基準適合出入口に併設された出入口を除く） － 

(1)幅は９０ｃｍ以上であるか  

(2)戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

②一以上の建物出入口 － 

(1)幅は１２０ｃｍ以上であるか  

(2)戸は自動に開閉し、前後に水平部分を設けているか  

廊下等 

（第３条） 

①幅は１８０ｃｍ以上（区間５０ｍ以内ごとに車いすのすれ違いに支障がない場所がある場合、１４０ｃｍ以上）で

あるか 

 

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③点状ブロック等の敷設 （階段又は傾斜路の上端に近接する部分） ※１  

④戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

⑤側面に外開きの戸がある場合はアルコーブとしているか  

⑥突出物を設ける場合は視覚障害者の通行の安全上支障とならないよう措置されているか  

⑦休憩設備を適切に設けているか  

⑧上記①、④は車いす使用者の利用上支障がない部分（※２）については適用除外  

階段 

（第４条） 

①幅は１４０ｃｍ以上であるか （手すりの幅は１０ｃｍ以内まで不算入）  

②けあげは１６ｃｍ以下であるか  

③踏面は３０ｃｍ以上であるか  

④両側に手すりを設けているか （踊場を除く）  

⑤表面は滑りにくい仕上げであるか  

⑥段は識別しやすいものか  

⑦段はつまずきにくいものか  

⑧点状ブロック等の敷設 （段部分の上端に近接する踊場の部分） ※３  

⑨主な階段を回り階段としていないか  

傾斜路又は 

エレベータ

ーその他の

昇降機の 

設置 

（第５条） 

①階段以外に傾斜路・エレベーターその他の昇降機（２以上の階にわたるときは第７条のエレベーターに

限る）を設けているか 

 

②上記①は車いす使用者の利用上支障がない場合（※４）は適用除外  

 

※１ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1489 号）  

・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・自動車車庫に設ける場合 

※２ 車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、階段等のみに通ずる廊下等の部分（告示第 1488 号） 

※３ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1489 号） 

・自動車車庫に設ける場合 

・段部分と連続して手すりを設ける場合 

※４ 車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場等のみに通ずる階段である場合（告示第 1488 号） 
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○一般基準 
施設等 チェック項目  

傾斜路 

（第６条） 

①幅は１５０ｃｍ以上（階段に併設する場合は１２０ｃｍ以上）であるか  

②勾配は１／１２以下であるか   

③高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか  

④両側に手すりを設けているか （高さ１６ｃｍ以下の傾斜部分は除く）  

⑤表面は滑りにくい仕上げであるか  

⑥前後の廊下等と識別しやすいものか  

⑦点状ブロック等の敷設 （傾斜部分の上端に近接する踊場の部分） ※１  

⑧上記①から③は車いす使用者の利用上支障がない部分（※２）については適用除外  

エレベー 

ター 

（第７条） 

 

①必要階（多数の者が利用する居室又は車いす使用者用便房・駐車施設・客室・浴室等のある階、地上階）に停止するエレベーターが１以上あるか  

②多数の者が利用するすべてのエレベーター・乗降ロビー － 

(1)かご及び昇降路の出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(2)かごの奥行きは１３５ｃｍ以上であるか  

(3)乗降ロビーは水平で、１５０ｃｍ角以上であるか  

(4)かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置を設けているか  

(5)乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか  

③多数の者が利用する１以上のエレベーター・乗降ロビー － 

(1)②のすべてを満たしているか   

(2)かごの幅は１４０ｃｍ以上であるか  

(3)かごは車いすが転回できる形状か  

(4)かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置を設けているか   

④不特定多数の者が利用するすべてのエレベーター・乗降ロビー － 

(1)かご及び昇降路の出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(2)かごの奥行きは１３５ｃｍ以上であるか  

(3)乗降ロビーは水平で、１５０ｃｍ角以上であるか  

(4)かご内に停止予定階・現在位置を表示する装置を設けているか  

(5)乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか  

(6)かごの幅は１４０ｃｍ以上であるか   

(7)かごは車いすが転回できる形状か  

⑤不特定多数の者が利用する１以上のエレベーター・乗降ロビー － 

(1)④(2)、(4)、(5)、(7)を満たしているか  

(2)かごの幅は１６０ｃｍ以上であるか  

(3)かご及び昇降路の出入口の幅は９０ｃｍ以上であるか  

(4)乗降ロビーは水平で、１８０ｃｍ角以上であるか  

(5)かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置を設けているか  

⑥不特定多数の者又は主として視覚障害者が利用する１以上のｴﾚﾍﾞｰﾀｰ・乗降ﾛﾋﾞｰ  ※３ － 

(1)③のすべて又は⑤のすべてを満たしているか  

(2)かご内に到着階・戸の閉鎖を知らせる音声装置を設けているか  

(3)かご内及び乗降ロビーに点字その他の方法（文字等の浮き彫り又は音による案内）により視覚

障害者が利用しやすい制御装置を設けているか 

 

(4)かご内又は乗降ﾛﾋﾞｰに到着するかごの昇降方向を知らせる音声装置を設けているか  

※１ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1489 号） 

   ・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

   ・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

   ・自動車車庫に設ける場合 

   ・傾斜部分と連続して手すりを設ける場合 

※２ 車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、階段等のみに通ずる傾斜路の部分（告示第 1488 号） 

※３ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1486 号）  
・自動車車庫に設ける場合 
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○一般基準 

施設等 チェック項目  

特殊な構造

又は使用形

態のエレベ

ーター 

その他の 

昇降機 

（第８条） 

①エレベーターの場合 － 

(1)段差解消機（平成 12 年建設省告示第 1413 号第 1 第九号のもの）であるか  

(2)かごの幅は７０ｃｍ以上であるか  

(3)かごの奥行きは１２０ｃｍ以上であるか  

(4)かごの床面積は十分であるか （車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合）  

②エスカレーターの場合 － 

 車いす使用者用エスカレーター（平成 12 年建設省告示第 1417 号第 1 ただし書のもの）であるか  

便所 

（第９条） 

 

①階の便房の総数が２００以下の場合は便房総数の１／５０以上、階の便房の総数が２００を

超える場合は便房総数の１／１００に２を加えた数以上の車いす使用者用便房の数を設け

ているか。 

 

(1)腰掛便座、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

(3)車いす用便房及び出入口は、幅８０ｃｍ以上であるか  

(4)戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

②水洗器具（オストメイト対応）を設けた便房を設けているか（各階 1 以上）  

③車いす使用者用便房がない便所には腰掛便座、手すりが設けられた便房があるか（当該便

所の近くに車いす使用者用便房のある便所を設ける場合を除く） 

 

④床置式の小便器、壁掛式小便器（受け口の高さが３５ｃｍ以下のものに限る）その他これらに類する

小便器を設けているか（各階１以上） 

 

ホテル又は 

旅館の客室 

（第 10 条） 

 

①客室の総数が２００以下の場合は客室総数の１／５０以上、客室の総数が２００を超える場

合は客室総数の１／１００に２を加えた数以上の車いす使用者用客室を設けているか。 

 

(1)幅は８０ｃｍ以上であるか  

(2)戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

②便所（同じ階に共用の車いす使用者用便房があれば代替可能） － 

(1)便所内に車いす使用者用便房を設けているか  

(2)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか （当該便房を設ける便所も同様）  

(3)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか 

 （当該便房を設ける便所も同様） 

 

③浴室等（共用の車いす使用者用浴室等があれば代替可能） － 

(1)浴槽、シャワー、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

(3)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(4)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  
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○一般基準 
施設等 チェック項目  

敷地内の 

通路 

（第 11 条） 

①幅は１８０ｃｍ以上であるか  

②表面は滑りにくい仕上げであるか  

③戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

④段がある部分 － 

(1)幅は１４０ｃｍ以上であるか （手すりの幅は１０ｃｍ以内までは不算入）  

(2)けあげは１６ｃｍ以下であるか  

(3)踏面は３０ｃｍ以上であるか  

(4)両側に手すりを設けているか  

(5)識別しやすいものか  

(6)つまずきにくいものか  

⑤段以外に傾斜路又は昇降機を設けているか  

⑥傾斜路 － 

(1)幅は１５０ｃｍ以上（段に併設する場合は１２０ｃｍ以上）であるか  

(2)勾配は１／１５以下であるか   

(3)高さ７５ｃｍ以内ごとに踏幅１５０ｃｍ以上の踊場を設けているか（勾配１／２０以下の場合は除く）  

(4)両側に手すりを設けているか （高さ１６ｃｍ以下又は１／２０以下の傾斜部分は除く）  

(5)前後の通路と識別しやすいものか  

⑦上記①、③、⑤、⑥(1)から(3)は地形の特殊性がある場合は車寄せから建物出入口までに限る  

⑧上記①、③、④、⑥(1)から(3)は車いす使用者の利用上支障がないもの（※１）は適用除外  

駐車場 

（第 12 条） 

①駐車台数が２００以下の場合は駐車台数の１／５０以上、２００を超える場合は駐車台数の

１／１００に２を加えた数以上の車いす使用者用駐車施設を設けているか 

 

(1)幅は３５０ｃｍ以上であるか  

(2)利用居室等までの経路が短い位置に設けられているか  

浴室等 

（第 13 条） 

 

①車いす使用者用浴室等を設けているか（１以上）  

(1)浴槽、シャワー、手すり等が適切に配置されているか  

(2)車いすで利用しやすいよう十分な空間が確保されているか  

(3)出入口の幅は８０ｃｍ以上であるか  

(4)出入口の戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか  

標識 

（第 14 条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設があることの表示が見やすい位置に設けているか  

②標識は、内容が容易に識別できるものか（日本工業規格Ｚ８２１０に適合しているか）  

案内設備 

（第 15 条） 

①エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を表示した案内板等があるか（配置を容易に視認できる場合は除く）  

②エレベーターその他の昇降機､便所の配置を点字その他の方法（文字等の浮き彫り又は音による案内）により視覚障害者に示す設備を設けているか  

③案内所を設けているか（①、②の代替措置）  

※１ 車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、段等のみに通ずる敷地内の通路の部分（告示第 1488 号） 

○視覚障害者移動等円滑化経路 （道等から案内設備までの主な経路に係る基準） ※１ 
施設等 チェック項目  

案内設備 

までの経路 

（第 16 条） 

①線状ブロック等・点状ブロック等の敷設又は音声誘導装置の設置 （風除室で直進する場合は除く） ※１  

②車路に接する部分に点状ブロック等を敷設しているか  

③段・傾斜がある部分の上端に近接する部分に点状ブロック等を敷設しているか ※２  

※１ 告示で定める以下の場合を除く（告示第 1489 号） 

・自動車車庫に設ける場合 

・受付等から建物出入口を容易に視認でき、道等から当該出入口まで線状ブロック等・点状ブロック等又は音声誘導

装置で誘導する場合 

※２ 告示で定める以下の部分を除く（告示第 1497 号） 

・勾配が１／２０以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・高さ１６ｃｍ以下で勾配１／１２以下の傾斜部分の上端に近接する場合 

・段部分又は傾斜部分と連続して手すりを設ける踊場
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３ 基本寸法等 

バリアフリー対応を図るべき利用者について 

参考資料-11 

・建築物を計画し、設計する側があらかじめ留意すべき点について以下に示す。 

・なお、これらは施設用途や規模により対応が異なる場合も考えられるので、必要に応じて利用

者が建築物の計画に参画することが求められる。 

 

対象者 建築的対応の考え方 

①高齢者 
・加齢による移動の困難、視認性の低下等への配慮が求められる 

・機器類の操作性の確保が求められる 

②身体障

害者 

肢体不自由者 

（車いす使用者、

杖使用者、上下肢

障害者等） 

・高低差がバリアとなるため、上下移動に対する配慮や、高低差・段

の解消が求められる 

・スイッチ・ボタン類、機器類の操作性の確保、設置位置等への配慮

が求められる 

・上肢障害者に対しては、設備や器具等の操作の容易性確保への配慮

が求められる 

視覚障害者 

（全盲、弱視） 

・視覚情報を聴覚等の情報として伝達することが求められる 

・建築物等の認識や理解を助けるため、動線や配置のわかりやすさの

確保等、建物の用途や運営方法に応じた建築的対応と、ガイドヘル

プ・人的対応等のソフト面での対応が求められる 

・視覚障害者誘導用ブロック等や音声誘導装置の適切な配置など、安

全確保、誘導、注意喚起への配慮が求められる 

・視覚障害者誘導用ブロック等の敷設方法、スイッチ・ボタン類等の

位置、配置・形状の統一、標準化が求められる 

聴覚障害者 

（聾者、難聴者） 

・音情報を視覚情報として伝達することが求められる 

・建物の用途や運営方法に応じた建築的対応と、手話通訳・人的対応

等のソフト面での対応が求められる 

内部障害者 

（腎臓、心臓、呼

吸器障害、人工肛

門・人工膀胱保有

者等） 

・腎臓、心臓、呼吸器障害の内部障害者は、階段の昇降等が困難であ

るため、特に長い移動、上下移動に対する配慮が求められる 

・人工肛門・人工膀胱保有者（オストメイト）に対しては、特に便所

設備での配慮が求められる。（本設計標準では、「オストメイト対応」

として記載している） 

③知的障害者 

・建築物等の認識や理解を助けるため、動線や配置のわかりやすさの

確保等、建築物の用途や運営方法に応じた建築的対応と、人的対応

等のソフト面での対応が求められる 

・案内表示には、図記号（ピクトグラム）や、ひらがなの併記が求め

られる 

④精神障害者 

・建築物等の認識や理解を助けるため、動線や配置のわかりやすさの

確保等、建築物の用途や運営方法に応じた建築的対応が求められる

ほか、人的対応等のソフト面での対応が求められる場合もある 

・投薬や療養によって疲れやすい場合もあるため、休憩できる場（部

屋やスペース）が必要となる 

⑤発達障害者 

・建築物等の認識や理解を助けるため、動線や配置のわかりやすさの

確保等、建築物の用途や運営方法に応じた建築的対応と、人的対応

等のソフト面での対応が求められる 

・言葉による認知が難しいこともあるため、案内表示には、図記号（ピ

クトグラム）の併記が求められる 

・音に敏感な障害であるため、一人で静かに過ごせる場（部屋やスペ

ース）が必要となる。 

・保護者等の同伴への配慮・工夫が求められる。 



バリアフリー対応を図るべき利用者について 
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対象者 建築的対応の考え方 

⑥児童、乳幼児 

・成人と体格が異なることから、安全性の確保が重要となる。また低

い目線位置からの視認性、操作性の確保への配慮が求められる 

・乳幼児は保護者同伴の場合が大半であるため、建築的な対応では乳

幼児連れ利用者（保護者）への対応も求められる。特に便所等では、

乳幼児連れ利用者が男性、女性両者の場合があることへの配慮が求

められる（例：乳幼児用いす、乳幼児用おむつ交換台を男女両方の

便所に設置する） 

・ベビーカー利用に対する配慮が求められる 

⑦妊婦 

・階段の昇降等が困難であるため、特に長い移動、上下移動への配慮

が求められる 

・足元が見えないこと、しゃがむ動作や前かがみの姿勢をとることが

難しいこと等への配慮が求められる 

⑧外国人 

・情報伝達上の配慮が求められる 

・特に建築物の用途、運営方法に応じたソフト面での対応が求められ

る 

・案内表示には、図記号（ピクトグラム）や多言語の併記が求められ

る 

⑨上記以外の市民 

・身体の寸法には個性があり、また誰にも、けが・病気等によって一

時的な障害が生じる可能性がある。 

・誰にでも使いやすい建築物とするためには、様々な人体特性に配慮

した環境整備を行うことが求められる。 



主要寸法の基本的な考え方 
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・本設計標準で採用している主要寸法及びその意味は次の通りである。 

 

寸法 意味 

80cm 車いすで通過できる寸法 

90cm 
車いすで通過しやすい寸法 

通路を車いすで通行できる寸法 

120cm 

通路を車いすで通行しやすい寸法 

人が横向きになれば車いす使用者とすれ違える寸法 

杖使用者が円滑に通過できる寸法 

140cm 
車いす使用者が転回（180度方向転換）できる寸法 

杖使用者が円滑に上下できる階段幅の寸法 

150cm 
車いす使用者が回転できる寸法 

人と車いす使用者がすれ違える寸法 

180cm 
車いす使用者が回転しやすい寸法 

車いす使用者同士が行き違いやすい寸法 

 

 



車いす使用者の寸法 
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（１）車いすの寸法 
① 手動車いす 
・JIS規格（日本工業規格）では手動車いすの種類、性能、構造、寸法及び形状、外観、試験方法

等が標準化されている。 

・手動車いすは、主としてその外観及び用途によって、自走用と介助用に分類されている。自走

用には、標準形、室内形、座位変換形、スポーツ形、パワーアシスト形、特殊形があり、介助

用には標準形、室内形、座位変換形、浴用形、パワーアシスト形、特殊形がある。 

・JIS規格では、座面高さの規定がないが、介助用車いすでは、自力移動を助けるために座面高さ

が低くなっているものがあるため、設計の際には配慮を要する。 

・以下に、JIS T 9201（手動車椅子）より基本的な寸法を抜粋して示す。 

 

■ 自走用標準型車いすの例 

（JIS T 9201の車いす寸法図をもとに作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 電動車いす 

・JIS規格では電動車いすの種類、構造、寸法及び角度、外観、試験方法等が標準化されている。 

・電動車いすは、主としてその外観及び用途によって、自操用と介助用に分類されている。 

・以下に、JIS T 9203（電動車椅子）より基本的な寸法を抜粋して示す。 

 
■ 電動車いす（自操用標準型）の例 

（JIS T 9203の自操用標準型車いすの図をもとに作成） 

■ JIS T 9201（手動車椅子）

における手動車いすの寸

法（単位：mm） 

部位 寸法値 b） 

全長（L0） 1200以下 

全幅（W0） 700以下 

ﾌｯﾄｻﾎﾟｰﾄ高（H7） 50以上 

全高（H0）a） 1200以下 

ａ）ヘッドサポートを外した時 

ｂ）リクライニング機構及び／

又はティルト機構を装備

する車椅子は、標準状態の

寸法とする。 

■ JIS T 9203（電動車椅子）

における電動車いすの最

大寸法（単位：mm） 

区分 最大寸法 a） 

全長（L0） 1200 

全幅（W0） 700 

全高（H0）b） 1200 

ａ）リクライニング機構、リフ

ト機構及びティルト機構

を装備する電動車椅子は、

標準状態の寸法とする。 

ｂ）ヘッドサポート取外し時。

ただし、バックミラーを持

つ場合、その高さは 1090mm

とする。 



車いす使用者の寸法 
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（２）人間工学的寸法 
・車いす使用者の人間工学的寸法は、以下の通りである。 

 

■ 目線の高さ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 手の届く範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：ハンディキャップ者配慮の設計手引き/日本建築学会設計計画パンフレット 26/昭和 59 年/発行：彰国社 



車いす使用者の寸法 
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（３）車いす使用者の基本動作寸法 
・車いす使用者にとって最小限必要な動作空間は、以下の通りである。 

 

① 手動車いすの最小動作空間 
■ 180°回転（車輪中央を中心）   ■90°回転（車軸中央を中心） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 最小の回転円    ■ 直角路の通過 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 電動車いすの最小動作空間 
■ 360°回転（車軸中央を中心）   ■ 180°回転（車軸中央を中心） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 直角路の通過（屋外用）   ■ 方向転換 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：ハンディキャップ者配慮の設計手引き/日本建築学会設計計画パンフレット 26/昭和 59 年/発行：彰国社 



杖使用者の寸法 
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（１）杖使用者の基本動作寸法 
① 人間工学的寸法 
・杖使用者の人間工学的寸法は、以下の通りである。 

・松葉杖使用者の歩行時の幅は、90～120cm程度 

・杖を片手で使用した際の歩行時の幅は、70～90cm程度 

・低いところに手が届かない。（しゃがむことができない） 

 

■ 人間工学的寸法 

 
 

② 計画上必要な動作空間 

・杖使用者にとって最小限必要な動作空間は、以下の通り

である。 

 

■ 二本杖使用者の階段の昇降 

 
 二本杖の軌跡（昇り） 二本杖の軌跡（降り） 

 
出典：ハンディキャップ者配慮の設計手引き/日本建築学会設計計画パンフレット 26/昭和 59 年/発行：彰国社 



視覚障害者誘導用ブロック等の敷設について 
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（１）突起の形状・寸法及びその配列 
・視覚障害者誘導用ブロック等は、視覚障害者の屋内外での移動を支援するものとして、道路・

公共施設・駅等に敷設され広く普及しているが、その色、材質等については多様である。 

・JIS規格では、視覚障害者誘導用ブロック等の突起の形状・寸法及びその配列が標準化されてお

り、以下に、JIS T 9251（高齢者・障害者配慮設計指針－視覚障害者誘導用ブロック等の突起

の形状・寸法及びその配列）より基本的な寸法等を抜粋して示す。 

① 適用範囲 
・この規格は，視覚障害者誘導用ブロック等（以下、ブロック等という。）の突起の形状、寸法

及びその配列について規定する。 

② 点状突起の形状・寸法及びその配列 

・点状ブロック等を構成する点状突起は、想定する主な歩行方向に対して平行に配列する（図参

照）。点状突起の下図は25（5×5）点を下限とし、点状突起を配列するブロック等の大きさに応

じて増やす。 

・なお、ブロック最外縁の点状突起の中心とブロック端部との距離は、s/2寸法より、5.0mmを超

えない範囲で大きくしてもよい。 

■ 点状突起の配列及び寸法（JIS T 9251の図をもとに作成） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  単位:mm 

記号 寸法 許容差 

d1 12.0 
＋1.5 

0 
d2 d1+10.0 

s 55.0～60.0a) 

h 5.0 ＋1.0 

 1 ： 想定する主な歩行方向 

 d1 ：点状突起の上面半径   d2 ：点状突起の基底部の直径 

 s ：隣接する点状突起の中心間の距離 h ：点状突起の高さ 

 b ：有効幅    p ：有効奥行き 

 注 a) ブロック等の大きさに応じて、この範囲内の寸法を一つ選定して製造する。 



段差解消機関連告示 

参考資料-19 

② 線状突起の配列及び寸法 
・線状ブロック等を構成する線状突起は、示そうとする歩行方向に向けて配列する（図参照）。

線状突起の本数は、4本を下限とし、線状突起を配列するブロック等の大きさに応じて増やす。 

・線状突起の間に滞水のおそれがある場合は、30.0mm以下の排水用の隙間（隣接する線状突起の

上面端の間隔）を設ける1)。 

注1) 視覚に障害のある歩行者にとって、線状突起はなるべく途切れず継続したものがたど（辿）

りやすい。また、排水用の隙間は、どの列も同じ間隔で設けることが望ましい。 

 

■ 線状突起の配列及び寸法（JIS T 9251の図をもとに作成） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  単位:mm 

記号 寸法 許容差 

b1 17.0 
＋1.50 

0 
b2 b1+10.0 

s 75.0 

h 5.0 ＋1.0 

l1 270.0 以上  

l2 l1+10.0  

 1 ：示そうとする歩行方向   2 ：排水用の隙間（線状突起の上面間） 

 b1 ：線状突起の上面幅 

 b2 ：線状突起の基底部の幅   b3 ：有効幅 

 s ：近接する線状突起の中心間の距離 h ：線状突起の高さ 

 l1 ：線状突起の上面の長さ   l2 ：線状突起の基底部の長さ 

 



便房内操作部の器具配置の概要 
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・JIS規格では、便房内操作部の形状、色、配置及び器具の配置が標準化されており、以下に、JIS 

S 0026（高齢者・障害者配慮設計指針－高齢者・障害者配慮設計指針－公共トイレにおける便

房内操作部の形状、色、配置及び器具の配置）より、操作部及び紙巻き器の配置についてを抜

粋して示す。 

 

① 操作部及び紙巻き器の配置 
・操作部及び紙巻器の配置は、次による。 

a) 操作部及び紙巻器は、便器座位、立位などの姿勢の違いを含めて多くの利用者が操作可能で、

かつ、視覚障害者にも認知しやすい配置とする。 

b) 操作部及び紙巻器は、腰掛便器の左右どちらかの壁面にまとめて設置する。 

c) 便器洗浄ボタンは、紙巻器の上方に設置し、呼出しボタンは、便器洗浄ボタンと同じ高さで

腰掛便器後方に設置する。 

d) 操作部及び紙巻器は、表 1 の条件を満たす位置に設置する。 

e) 操作部及び紙巻器と同一壁面上に手すり、温水洗浄便座リモコン、手洗器などの器具を併設

する場合には、各器具の使用・操作を相互に妨げないように配置する。 

f) 操作部及び紙巻器と同一壁面上に、手すり、温水洗浄便座リモコン、手洗器などの器具の併

設又は紙巻器、腰掛便器横壁面の形状などにより、表 1 の配置及び設置寸法によらない場合

であっても、c) の位置関係は、満たすものとする。 

g) 呼出しボタンは、利用者が転倒した姿勢で容易に操作できる位置にも設置することが望まし

い。 

■ 表 1 操作部及び紙巻器の配置及び設置寸法      単位 mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

器具の種類 
便座上面先端（基点） 

からの水平距離 

便座上面先端（基点） 

からの垂直距離 
二つの器具間距離 

紙巻器 
X1：便器前方へ 

   約 0～100 

Y1：便器上方へ 

   約 150～400 
－ 

便器洗浄ボタン 
Y2：便器上方へ 

  約 400～550 

Y3：約 100～200 

（紙巻器との垂直距離） 

呼出しボタン 
X2：便器後方へ 

   約 100～200  

X3：約 200～300 

（便器洗浄ボタンとの水平距離） 



段差解消機関連告示 
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 段差解消機（鉛直型） 段差解消機（斜行型） 

●図、 

写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●関連規 

格・関 

連法規 

１．ISO／TC178 国際標準  ISO9386-1〔2000〕 

２．平成 12 年建設省告示 第 1413 号第一第九号

（構造方法） 

第 1415 号第五（積載荷重）  

第 1423 号第六（制動装置）  等 

１．ISO／TC178 国際標準  ISO9386-2〔2000〕 

２．平成 12 年建設省告示 第 1413 号第一第九号

（構造方法） 

第 1415 号第五（積載荷重）  

第 1423 号第六（制動装置）  等 

●構造安 

全基準 

上記 2 の告示より 

定格速度 15ｍ/分以下、かつ、かご床面積 2.25 ㎡以下 

 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記２の告示より  

車いすに座ったまま使用する一人乗りのエレベーター（かご内の人がエレベーターの昇降の操作を

行うことができないタイプ） 

・出入口の部分を除いて、高さ 65cm 以上の丈夫な壁又は囲いを設けていること。ただし、

昇降路の側壁その他のものに挟まれるおそれのない部分に面するかごの部分で、かごの床

から７cm（出入口の幅が 80cm 以下の場合にあっては、６cm）以上の立ち上がりを設け、

かつ、高さ 65cm 以上の丈夫な手すりを設けた部分にあってはこの限りではない。 

それ以外のエレベーター 

・出入口の部分を除いて、高さ１m 以上の丈夫な壁又は囲いを設けていること。ただし、昇

降路の側壁その他のものに挟まれるおそれのない部分に面するかごの部分で、かごの床か

ら高さ 15cm 以上の立ち上がりを設け、かつ、高さ１m 以上の丈夫な手すりを設けた部分

にあってはこの限りではない。 

積載量 ①かごの床面積が１㎡以下で住戸内に設置されるもののうち、車いすに座ったまま使用がで

きないもの 

→900Ｎ（約 90kg） 

②かごの床面積が 1 ㎡以下で住戸内に設置されるもの（①を除く） 

→床面積 1 ㎡につき 1800Ｎ（約 180kg）として計算した数値で、かつ 1300Ｎ（約 130kg）

以上の数値 

③かごの床面積が 2 ㎡以下のもの（①及び②を除く） 

→1800Ｎ（約 180kg） 

④かごの床面積が 2 ㎡を超え 2.25 ㎡以下のもの 

→2400Ｎ（約 240kg） 

昇降路 ・高さ 1.8ｍの壁・囲い、出入口は戸又は可動手摺を設ける。ただし、かごの底と当該壁若

しくは囲いまたは床との間に、人または物が挟まれる恐れがある場合、かごの下にスカー

トガード等を設けるか、または強く挟まれたときにかごの昇降を停止する装置を設ける場

合を除く。 

・出入口の床敷居とかご床先端との隙間は４㎝以下 

安全装置 

・昇降行程が１ｍを越える場合、戸または手摺が閉じていなければ昇降させられない装置 

・かごを動力で折りたたむものは、かごの開閉は鍵によるものとし、人等を挟んだ時はか

ごの開閉を制止する装置。かご上に人等がある時は開閉できない装置 

・かごが着脱式のものは、かごがレールに確実に取り付けられていなければ昇降させられ

ない装置 

・過積載時は警報を発し、かつ運転できない装置又は鍵を用いなければ、かごの昇降がで

きない装置（住戸内のみ昇降するものを除く） 



段差解消機関連告示 
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制動装置 

・動力が切れた場合、かごの降下を自動的に制止する装置 

・主索または鎖が緩んだ場合、動力を自動的に切る装置 

・主索または鎖が切れた場合、かごの降下を自動的に制止する装置 

・終点スイッチ、ファイナルリミットスイッチ、油圧駆動のものにあっては、プランジャ

ーストッパーを設ける。 

・昇降路低部緩衝装置 

・乗降口及びかご内においてかごの昇降を停止させる装置 

・かごを油圧により動かす装置にあっては、 

イ）プランジャーのシリンダーからの離脱防止装置 

ロ）電動機の空転防止装置 

ハ）かご上運転する場合、頂部安全距離 1.2ｍを確保し、頂部安全距離以上のかごの 

上昇を自動制御する装置 

 

 いす式階段昇降機 

●図、 

写真 

　

 
●関連規 

格・関 

連法規 

１．ISO／TC178 国際標準  ISO9386-2〔2000〕 

２．平成 12 年建設省告示  

第 1413 号第一第十号（構造方法） 

第 1415 号第五（積載荷重）  

第 1423 号第七（制動装置）    等 

●構造 

安全 

基準等 

上記２の告示より 定格速度９ｍ/分 以下 

上記２の告示より 

いす  ・定員１名、積載荷重 900Ｎ（約 90kg） 

安全装置 

・昇降はボタン等により行い、ボタンを押している間だけ昇降できるものであること 

・人等が階段または床との間に挟まれた場合、かごの昇降を停止する装置 

・いすからの転落防止用シートベルト 

制動装置 

・操作をやめた場合、操縦器が停止させる状態に自動的に復する装置 

・主索または鎖が緩んだ場合、動力を自動的に切る装置 

・動力が切れたときに惰性による原動機の回転を制止する装置 

・主索または鎖が切れた場合、かごの降下を自動的に制止する装置 

・かご又はつり合おもりが昇降路の底部に衝突するのを自動的に防止し、制御する装置（終

点スイッチ、ファイナルリミットスイッチ） 



案内用図記号 
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・JIS規格では、言葉によらない表現による”案内”に用いる図記号が標準化されており、以下に 

JIS Z 8210（案内用図記号）より、案内用図記号の分類等を抜粋して示す。 

 

■ 案内用図記号の分類 

案内用図記号 

－施設等 
公共・一般施設図記号 

不特定多数の人々が利用する施設、サービス等を表す

図記号 

交通施設図記号 交通に関わる施設、サービス等を表す図記号 

商業施設図記号 商業に関わる施設、サービス等を表す図記号 

観光・文化・スポーツ

施設図記号 

観光・文化・スポーツに関わる施設、サービス等を表

す図記号 

案内用図記号 

－安全等 
安全図記号 

安全確保のための防火、危険、誘導設備及び場所を表

す図記号 

禁止図記号 一般の行動において禁止事項を表す図記号 

注意図記号 一般の行動において注意事項を表す図記号 

指示図記号 一般の行動において指示事項を表す図記号 

災害種別一般図記号 災害の種類を表す図記号 

 

■ 案内用図記号 －施設など（公共・一般施設）（抜粋） 
・情報コーナー               ・エレベーター 

 

 

 

 

 

 

 

 

・お手洗                  ・エスカレーター 

 

 

 

 

 

 

 

 

・スロープ                 ・乳幼児用設備 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

 

 



国際シンボルマークの形状及び使用 
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・国際シンボルマークは、英語のInternational Symbol of Accessを日本語とした呼称である。

障害者が利用できる建物であることを明確に示す世界共通のシンボルマークである。シンボル

マークの形状は下図のとおりである。 

・なお、本図は2002年3月、JIS Z 8210（案内用図記号）に、身障者用設備（2010年以降は「障害

のある人が使える設備」）：障害のある人が利用できる建築物及び施設であることを表示する

図記号として標準化された。 

・日本において国際シンボルマークは、財団法人日本障害者リハビリテーション協会が使用管理

を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜国際シンボルマークの使用に関する新決議＞ 

1978年1月22日、フィリピンのバギオで開かれた国際リハビリテーション協会総会で採択され

る。総会は、国際シンボルマークの使用を管理するため、次の方針を定めた。  

 

国際シンボルマークは、常に総会で定められたデザインと比率を守って使用しなければならな

い。またシンボルマークを複製する場合は、この決議に従わなければならない。シンボルマーク

の色は、他の色を使わなければならない特別な理由がない限り、国際道路標識法（International 

Road Sign Conventions）に従って、濃い青の地に白を使用することとする。図柄は、顔を右に向

けた形にしなければならない。ただし、方向を示す目的がある場合は、図柄全体を左向きにして

もよい。 

 

国際シンボルマークのデザインを変えたり、書き加えたりしてはならない。ただし、シンボル

マークそのものの形を否めない限りは、方向や対象を明らかに示すために、ほかの図柄や文字を

併用してもよい。 



国際シンボルマークの形状及び使用 
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国際シンボルマークは、車いす使用者など移動能力が限定されているすべての者が利用できる

建物・施設を明確に表示するため、またはそこへの道順を示すためにのみ使用できる。 

 

障害者が利用できる建物・施設の基準は、各国で責任を持つ機関が決定する。基準を決定する

際は、国連障害者生活環境専門家会議（United Nations Expert Group Meeting on Barrier - free 

Design）が1974年に定めた最低基準に従わなければならない。 

 

国際シンボルマークを複製することは禁止する。ただし、これを普及させ、その目的を広く知

ってもらうため出版物その他のメディアに転載することは許可する。出版物などに転載する場合

は、その出版物などの内容が障害者に直接関わりある場合を除いては、このマークが「国際シン

ボルマーク」であることを明記しなければならない。 

 

国際シンボルマークを商業目的で使用することは禁止する。例えば、広告、商標、レターヘッ

ド、障害者のための商品、障害者自身が作った商品などにこのマークを使用してはならない。た

だし商業目的の建物・施設が障害者に利用できることを表示する場合は、このマークを使用して

もよい。 

 

国際リハビリテーション協会の加盟団体は、この決議に定められた方針に従って、各国で国際

シンボルマークを法的に保護し、その使用を管理することができる。各国の加盟団体は、シンボ

ルマークの管理を他の適切な機関に委任してもよい。加盟団体がない国では、国際リハビリテー

ション協会が文書によって認可した機関が、シンボルマークを管理することができる。 

 

国際シンボルマークの使用指針は以下に表示されている。 

http://www.dinf.ne.jp/doc/japanese/resource/other/z00014/z0001401.html 

 



 

参考資料-26 

・床の材料及び仕上げは床の使用環境を考慮した上で、高

齢者、障害者等が安全かつ円滑に利用できるものとする。 

 

（１）履物着用の場合の滑り 
① 評価指標 
・床の滑りの指標として、JIS A 1454

（高分子系張り床材試験方法）に定め

る床材の滑り性試験によって測定され

る滑り抵抗係数（C.S.R）を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 評価方法 
・床の材料・仕上げは、当該部位の使用条件を勘案した上で、表－１の滑り抵抗係数の推奨値（案）

を参考にして適切な材料・仕上げとすることが望ましい。 

 

 

■表―１ 履物着用の場合の滑り 日本建築学会※の推奨値（案） 

床の種類 単位空間等 推奨値（案） 

履物を履いて 

動作する床、 

路面 

敷地内の通路、建築物の出入口、 

屋内の通路、階段の踏面・踊場、 

便所・洗面所の床 

C.S.R=0.4 以上 

傾斜路（傾斜角：θ） C.S.R－sinθ=0.4 以上 

客室の床 C.S.R=0.3 以上 

（※（社）日本建築学会材料施工委員会内外装工事運営委員会 床工事 WG 
『床の性能評価方法の概要と性能の推奨値（案）』（2008 年 6 月）） 

9 21 22 
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7 

3 

2 

（4） 

11 

1：メインスイッチ  9：鋼製すべり片台座    17：ワイヤ 

2：定速モータ 10：すべり片台座受け    18：ガイドレール昇降器 

3：減速機  11：ユニバーサルジョイント  19：引張角度調整器 

4：ワイヤ巻き取り器 12：初期荷重調整器    20：滑車 

5：スタートスイッチ 13：荷重変換器    21：すべり片 

6：ストップスイッチ 14：ガイドレール    22：測定対象床 

7：移動用車輪 15：引張荷重速度調整器 

8：重錘  16：固定脚 

JIS A 1454 に準拠している滑り試験機の例 
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（２）素足の場合の滑り（※ここでは大量の水や石鹸水などがかかる床を想定） 

① 評価指標 
・床の滑りの指標として、JIS A 1509-12（陶磁器質タイル試験方法－第12部：耐滑り性試験方

法）に定める耐滑り性試験方法によって測定される素足の場合の滑り抵抗値（C.S.R・B）を用

いる。 

 

② 評価方法 
・床の材料・仕上げは、当該部位の使用条件を勘案した上で、表－２の滑り抵抗値の推奨値（案）

を参考にして適切な材料・仕上げとすることが望ましい。 

 

 

■表－２ 素足の場合の滑り 日本建築学会※の推奨値（案） 

床の種類 単位空間等 推奨値（案） 

素足で動作し 

大量の水や 

石鹸水などが 

かかる床 

浴室（大浴場）、プールサイド 

シャワー室・更衣室の床 
C.S.R・B=0.7 以上 

客室の浴室・シャワー室の床 C.S.R・B =0.6 以上 

（※（社）日本建築学会材料施工委員会内外装工事運営委員会 床工事 WG 
『床の性能評価方法の概要と性能の推奨値（案）』（2008 年 6 月）） 

 

（３）滑りの差 
・突然滑り抵抗が変化すると滑ったりつまずいたりする危険が大きいため、同一の床において、

滑り抵抗に大きな差がある材料の複合使用は避けることが望ましい。 
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その他 

 

ユニバーサルデザイン・バリアフリー検討グループ会議 

（平成２９年度）                     ◎事務担当 

 

●高等教育推進機構 

     伊 藤 康 弘  高等教育推進機構准教授 

 

●学務部   

藤 野 祐 一  学生支援課課長補佐 

 

●施設部 

長 井 一 夫  シニアマネージャー 

澤 口 哲 也  シニアマネージャー 

◎押 田   聡  施設整備課課長補佐 

長谷川   裕  環境配慮促進課サステイナブルキャンパス担当 
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